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災害に係る住家の被害認定基準実施体制の手引き新旧対照表 

（傍線部分は改定部分） 

 

新 旧 
 

第１章 制度概要 
 

１．（略） 

２．防災基本計画における位置付け 
 

防災基本計画は、災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する、政府の防災対策に関する基本的な計画

です。地方公共団体は、この計画に基づき地域防災計画を作成することとされています。 

防災基本計画において、市町村には罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備を行うことなどが定めら

れているほか、都道府県には、被害認定調査担当者のための研修機会の拡充等による調査の迅速化、被害認定調

査や罹災証明書の交付に関する体制や資機材が被災市町村のみでは不足する場合の支援、広域的な災害における

調査・判定方法の市町村間での調整などがそれぞれ定められています。 

 

防災基本計画（平成29年４月 中央防災会議決定）（抄） 

第２編 各災害に共通する対策編 

第１章 災害予防 

 第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

 １１ 災害復旧・復興への備え 

 (3) 罹災証明書の発行体制の整備 

  ○ 市町村は，災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう，住家被害の調査や罹災証明書の交付

の担当部局を定め，住家被害の調査の担当者の育成，他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締

結，応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど，罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の

整備に努めるものとする。 

  ○ 市町村は，効率的な罹災証明書の交付のため，当該業務を支援するシステムの活用について検討するも

のとする。 

  ○ 都道府県は，市町村に対し，住家被害の調査の担当者のための研修機会の拡充等により，災害時の住

家被害の調査の迅速化を図るものとする。また，育成した調査の担当者の名簿への登録，他の都道府県

や民間団体との応援協定の締結等により，応援体制の強化を図るものとする。 

第３章 災害復旧・復興 

 第４節 被災者等の生活再建等の支援 

  ○ 都道府県は，災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付について，被害の規模と比較

して被災市町村の体制・資機材のみでは不足すると見込まれる場合には，当該市町村に対し必要な支

援を行うとともに，被害が複数の市町村にわたる場合には，調査・判定方法にばらつきが生じること

のないよう，定期的に，各市町村における課題の共有や対応の検討，各市町村へのノウハウの提供等

を行うこと等により，被災市町村間の調整を図るものとする。 

 （略） 

 

 

第１章 制度概要 
 

１．（略） 

２．防災基本計画における位置付け 
 

防災基本計画は、災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する、政府の防災対策に関する基本的な計

画です。地方公共団体は、この計画に基づき地域防災計画を作成することとされています。 

防災基本計画において、市町村には罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備を行うことが定められ

ているほか、都道府県には、被害認定調査担当者のための研修機会の拡充等による調査の迅速化、被害認定調

査や罹災証明書の交付に関する体制や資機材が被災市町村のみでは不足する場合の支援、広域的な災害におけ

る調査・判定方法の市町村間での調整がそれぞれ定められています。 

 

防災基本計画（平成28年２月 中央防災会議決定）（抄） 

第２編 各災害に共通する対策編 

第１章 災害予防 

 第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

 １１ 災害復旧・復興への備え 

 (3) 罹災証明書の発行体制の整備 

  ○ 市町村は，災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう，住家被害の調査の担当者の育成，他

の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど，罹災証明書の交付に必要な

業務の実施体制の整備に努めるものとする。   

 

 

 

  ○ 都道府県は，市町村に対し，住家被害の調査の担当者のための研修機会の拡充等により，災害時の住

家被害の調査の迅速化を図るものとする。 

 

第３章 災害復旧・復興 

 第４節 被災者等の生活再建等の支援 

  ○ 都道府県は，災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付について，被害の規模と比較

して被災市町村の体制・資機材のみでは不足すると見込まれる場合には，当該市町村に対し必要な支

援を行うとともに，被害が複数の市町村にわたる場合には，調査・判定方法にばらつきが生じること

のないよう，被災市町村間の調整を図るものとする。 

 

 （略） 
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４．災害に係る住家の被害認定調査 
（略） 

２）災害の被害認定基準 

（略） 

 

b) 災害に係る住家の被害認定基準運用指針 

平成７年１月 17 日の阪神・淡路大震災当時、被災市町では、「固定資産評価基準」（昭和 38 年自治省告示

第 158 号）をベースとして部位別に被害状況を認定すること、「被災度区分判定基準」（（財）日本建築防災

協会（当時））による被災状況の見方も参考にすること等を基本とし、被害調査の基準を作成して建物被害調

査を実施しました。 

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 13 年７月作成、平成 30 年３月最終改定）は、これら被災市

町が作成した被害調査の基準等を踏まえ、市町村が災害により被害を受けた住家の被害認定を迅速かつ的確に

実施できるよう、住家の経済的被害の標準的な調査方法を定めたものです。具体的には、固定資産評価を参考

に、原則として、部位（基礎、柱等）別の損害割合を算出し、それらを合計して住家全体の損害割合を算出し

て判定することとしています。 

（略） 

 

４）調査方法の概要 

被害認定調査は、「住家被害認定調査票」を用いて「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」により行い、

その結果に基づいて住家の被害の程度を判定します。 

地震や水害の第２次調査、風害により被災した場合の調査は、外観から一見して全壊と判定できる場合及び

明らかに被害の程度が半壊に至らないと判断できる場合を除き、原則として被災者の立会いが必要となりま

す。また、原則として内部立入調査を行う必要がありますが、倒壊の危険がある等、内部立入調査ができない

相当の理由がある場合は、内部立入調査ができるようになるまでの間は外観目視調査のみでも可とされていま

す。 

（略） 

 

a) 地震による被害 

（略） 

また、地震による地盤の液状化等による地盤被害が発生した場合や、斜面崩壊等による不同沈下や傾斜が発

生した場合は、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」の「第４編 液状化等の地盤被害による被害」に

定める方法で調査を行うこともできます。 

 

b) 水害による被害 

（略） 

水害により被災した住家に対する被害認定調査は、【木造・プレハブ】戸建ての１～２階建ての場合には、

第１次調査・第２次調査の２段階で実施し、それ以外の場合には第２次調査の１段階のみで実施します（ただ

し、前者の場合でも、調査棟数が少ない場合等においては、第１次調査を実施せず、第２次調査から実施する

ことも考えられます）。 

４．災害に係る住家の被害認定調査 
（略） 

２）災害の被害認定基準 

（略） 

 

b) 災害に係る住家の被害認定基準運用指針 

平成７年１月 17 日の阪神・淡路大震災当時、被災市町では、「固定資産評価基準」（昭和 38 年自治省告

示第 158 号）をベースとして部位別に被害状況を認定すること、「被災度区分判定基準」（（財）日本建築

防災協会（当時））による被災状況の見方も参考にすること等を基本とし、被害調査の基準を作成して建物

被害調査を実施しました。 

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（平成 13 年７月作成、平成 25 年６月最終改定）は、これら被災

市町が作成した被害調査の基準等を踏まえ、市町村が災害により被害を受けた住家の被害認定を迅速かつ的

確に実施できるよう、住家の経済的被害の標準的な調査方法を定めたものです。具体的には、固定資産評価

を参考に、原則として、部位（基礎、柱等）別の損害割合を算出し、それらを合計して住家全体の損害割合

を算出して判定することとしています。 

（略） 

 

４）調査方法の概要 

被害認定調査は、「住家被害認定調査票」を用いて「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」により行

い、その結果に基づいて住家の被害の程度を判定します。 

地震や水害の第２次調査、風害により被災した場合の調査は、外観から一見して全壊と判定できる場合及

び明らかに被害の程度が半壊に至らないと判断できる場合を除き、原則として被災者の立会いが必要となり

ます。また、原則として内部立入調査を行う必要がありますが、倒壊の危険がある等、内部立入調査ができ

ない相当の理由がある場合は、外観目視調査のみでも可とされています。 

 

（略） 

 

a) 地震による被害 

（略） 

 

 

 

 

b) 水害による被害 

（略） 

水害により被災した住家に対する被害認定調査は、【木造・プレハブ】戸建ての１～２階建てであり、か

つ、津波、越流、堤防決壊等水流や泥流、瓦礫等の衝突の外力被害がある場合には、第１次調査・第２次調

査の２段階で実施し、それ以外の場合には第２次調査の１段階のみで実施します（ただし、前者の場合でも、

調査棟数が少ない場合等においては、第１次調査を実施せず、第２次調査から実施することも考えられます）。
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新 旧 
第１次調査は、外観の損傷状況及び浸水深を目視により把握するもので、【木造・プレハブ】戸建ての１～

２階建ての場合に限り実施することができます。これは、膨大な量の住家被害を迅速に調査・判定するために

設けられた調査方法です。なお、津波、越流、堤防決壊等水流や泥流、瓦礫等の衝突等の外力が作用すること

による一定以上の損傷が発生している場合※と、そうでない場合とで判定の方法が異なることに留意します。

第２次調査は、第１次調査を実施した住家の被災者から申請があった場合、第１次調査の対象に該当しない

場合又は第１次調査を実施したが判定には至らなかった場合に実施します。第２次調査は、外観の損傷状況の

目視による把握、住家の傾斜の計測、浸水深の確認及び住家の主要な構成要素ごとの損傷程度等を目視により

把握するものです。 

 また、水害によって土砂等が住家及びその周辺に一様に堆積している場合には、「災害に係る住家の被害認定

基準運用指針」の「第４編 液状化等の地盤被害による被害」に定める方法で調査を行うこともできます。 

 

※ 外観目視により把握可能な「外壁」及び「建具」（サッシ・ガラス・ドア）の損傷程度が 50～100％（程度Ⅲ

～Ⅴで、浸水による損傷を除く）に該当する損傷が、外壁及び建具（サッシ・ガラス・ドア）にそれぞれ１箇

所以上発生している場合をいう。 

（略） 

 

d) その他の被害（火山災害等） 

（略） 

地盤の液状化等により損傷した住家については、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」の「第４編 液

状化等の地盤被害による被害」に定める方法により調査を行うことができます。 

火災による被害の場合については、消防法に基づく火災損害調査の例により調査を行うことが考えられま

す。 

 

第１次調査は、外観の損傷状況及び浸水深を目視により把握するもので、【木造・プレハブ】戸建ての１

～２階建てであり、かつ、津波、越流、堤防決壊等水流や泥流、瓦礫等の衝突の外力被害がある場合に限り

実施することができます。これは、東日本大震災における津波による膨大な住家被害を迅速に調査・判定す

るために創設された調査方法です。 

第２次調査は、第１次調査を実施された住家の被災者から申請があった場合、又は、第１次調査の対象に

該当しない場合に実施します。第２次調査は、外観の損傷状況の目視による把握、住家の傾斜の計測、浸水

深の確認及び住家の主要な構成要素ごとの損傷程度等を目視により把握するものです。 

  

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

d) その他の被害（火山災害等） 

（略） 

地盤の液状化等により損傷した住家については、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」に定める方法

により調査を行うことができます。 

火災による被害の場合については、消防法に基づく火災損害調査の例により調査を行うことが考えられま

す。 
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出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（内閣府（防災担当） 平成 30 年３月） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（内閣府（防災担当） 平成 25 年６月） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

（１）外観による判定
（２）傾斜による判定

（３）住家の潜り込み
による判定

（１）外観による判定
（２）傾斜による判定

（３）住家の潜り込みによる
判定

（４）部位による判定

災害に係る住家の被害の発生

＜第1次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）部位※による判定

＜第２次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）部位による判定

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜第2次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）浸水深による判定
（４）部位による判定

＜調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定

（３）屋根等の損傷による判定
（４）部位による判定

＜第1次調査＞ ＜第２次調査＞

第1編
地震による被害 詳細フローはP1-4及びP1-44

第2編
水害による被害 詳細フローはP2-4、P2-5及びP2-44

第3編

風害による被害 詳細フローはP3-4及びP3-40

○地盤の液状化等により損傷した住家の被害認定の調査・
判定方法

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜第1次調査＞
（１）外観による判定
（２）浸水深による判定

【木造・プレハブ】であり、か
つ、戸建ての１～２階建ての
場合

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

※第１次調査における判定の対象となる部位は、外部から調査可能な部位とする。

詳細フローはP4-2
第4編
液状化等の地盤被害による被害

（１）外観による判定
（２）傾斜による判定

（３）住家の潜り込み
による判定

（１）外観による判定
（２）傾斜による判定

（３）住家の潜り込みによる
判定

（４）部位による判定

災害に係る住家の被害の発生

＜第1次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）部位※による判定

＜第２次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）部位による判定

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜第2次調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）浸水深による判定
（４）部位による判定

＜調査＞
（１）外観による判定
（２）傾斜による判定
（３）外装による判定
（４）部位による判定

＜第1次調査＞ ＜第２次調査＞

第1編
地震による被害 詳細フローはP1-4及びP1-44

第2編
水害による被害 詳細フローはP2-4、P2-5及びP2-40

第3編

風害による被害 詳細フローはP3-4及びP3-38

○地盤の液状化等により損傷した住家の被害認定の調査・
判定方法

補遺

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜第1次調査＞
（１）外観による判定
（２）浸水深による判定

【木造・プレハブ】であり、か
つ、戸建ての１～２階建てで
あり、かつ、津波等外力によ
る損傷がある場合

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

＜被災者から
再調査の依頼があった

場合の対応＞
被災者の依頼の内容を精査
した上で、必要に応じて再調

査を実施

※第１次調査における判定の対象となる部位は、外部から調査可能な部位とする。
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５）判定方法 

（略） 

 

＜損害割合の計算方法について＞ 

■住家の損害割合の算出 

住家の損害割合は、部位ごとに算出した損害割合（部位別損害割合）の合計です。 

 

■部位別損害割合の算出 

部位別損害割合は、部位ごとの損傷率に部位別構成比を乗じて算出します。 

 

■部位別構成比 

 

 

 

 

８）被災建築物応急危険度判定・被災宅地危険度判定・被災度区分判定及び損害保険・共済団体による調査

等との関係 
a) 被災建築物応急危険度判定・被災宅地危険度判定・被災度区分判定 

大地震による住家被害が発生した場合、住家の被害認定調査の他に、被災建築物応急危険度判定（応急危険度

判定）、被災宅地危険度判定や被災度区分判定といった建物被害調査が実施されることがあります。なお、被災

宅地危険度判定については、地震のほか、降雨等の災害による場合も実施されます。これらの調査は、それぞれ

異なる目的を有しているものであり、各々の目的に合わせた調査方法や実施体制の整備等が図られていることか

５）判定方法 

（略） 

 

＜損害割合の計算方法について＞ 

■住家の損害割合の算出 

住家の損害割合は、部位ごとに算出した損害割合（部位別損害割合）の合計です。 

 

■部位別損害割合の算出 

部位別損害割合は、部位ごとの損傷率に部位別構成比を乗じて算出します。 

 

■部位別構成比 

 

 

 

 

８）応急危険度判定等との関係 
 

a) 応急危険度判定・被災度区分判定 

大地震による住家被害が発生した場合、住家の被害認定調査の他に、被災建築物応急危険度判定（応急危険

度判定）や被災度区分判定といった建物被害調査が実施されることがあります。 

これらの調査は、それぞれ異なる目的を有しているものであり、各々の目的に合わせた調査方法や実施体制

の整備等が図られていることから、被害認定調査の実施にあたっては、各調査の判定結果の取扱いや、調査の

住家の損害割合 ＝ 屋根の損害割合 ＋ 柱の損害割合 ＋ ・ ・ ＋ 設備の損害割合住家の損害割合 ＝ 屋根の損害割合 ＋ 柱の損害割合 ＋ ・ ・ ＋ 設備の損害割合

部位別損害割合 ＝ 部位別構成比 部位の損傷率×

＝ 部位別構成比 部位の損傷程度 損傷部分の割合××

屋根 15% 屋根 15%

柱（又は耐力壁） 15%

床（階段を含む） 10%

壁（外壁） 75% 外壁 10%

内壁 10%

天井 5%

建具 15%

基礎 10% 基礎 10%

設備 10%

＜柱の損傷により判定＞

柱 60% 柱（又は耐力壁） 50%

雑壁・仕上等 25% 床・梁 10%

設備等（外部階段を含む） 15% 外部仕上げ・雑壁・屋根 10%

＜外壁の損傷により判定＞ 内部仕上げ・天井 10%

外壁 85% 建具 5%

設備等（外部階段を含む） 15% 設備等（外部階段を含む） 15%

地震等による被害（第1次調査）
地震による被害（第2次調査）

水害による被害及び風害による被害

木
造
・
プ
レ
ハ
ブ

非
木
造

住家の損害割合 ＝ 屋根の損害割合 ＋ 柱の損害割合 ＋ ・ ・ ＋ 設備の損害割合住家の損害割合 ＝ 屋根の損害割合 ＋ 柱の損害割合 ＋ ・ ・ ＋ 設備の損害割合

部位別損害割合 ＝ 部位別構成比 部位の損傷率×

＝ 部位別構成比 部位の損傷程度 損傷部分の割合××

屋根 15% 屋根 15%

柱（又は耐力壁） 15%

床（階段を含む） 10%

壁（外壁） 75% 外壁 10%

内壁 15%

天井 5%

建具 10%

基礎 10% 基礎 10%

設備 10%

＜柱の損傷により判定＞

柱 60% 柱（又は耐力壁） 50%

雑壁・仕上等 25% 床・梁 10%

設備等（外部階段を含む） 15% 外部仕上げ・雑壁・屋根 10%

＜外壁の損傷により判定＞ 内部仕上げ・天井 10%

外壁 85% 建具 5%

設備等（外部階段を含む） 15% 設備等（外部階段を含む） 15%

地震等による被害（第1次調査）
地震による被害（第2次調査）

水害による被害及び風害による被害

木
造
・
プ
レ
ハ
ブ

非
木
造
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ら、被害認定調査の実施にあたっては、各調査の判定結果の取扱いや、調査の実施時期等が異なることに留意し

て調査を進めていく必要があります。 

また、被災住民側から見ると、これら建物や宅地に係る４つの被害調査は、それぞれが他の調査との混同を生

じやすいものであり、それぞれの調査の実施主体が被災者に明確に説明することが重要です。特に住家の被害認

定調査と応急危険度判定・被災宅地危険度判定については、調査の時期が重なった場合に混乱が生じる場合もあ

ることから、大地震発生時においてはこれらの調査の混同が生じないよう、それぞれの調査目的と判定の意味を

理解した上で、十分な周知及び広報計画をたてることが重要となります。 

 一方で、これら建物や宅地に係る４つの被害調査は、調査項目等に類似する点も多く見受けられることから、

情報共有等の連携を図っていくことも効果的です。「運用指針」では、平常時より地方公共団体の被害認定部局

は、応急危険度判定部局と非常時の情報共有体制について検討し、必要に応じて、応急危険度判定部局が有する

応急危険度判定の判定実施計画や判定結果（調査表や判定実施区域図等）を入手し、これらを活用して被害認定

調査を実施する（例えば、被害認定調査の調査計画策定に役立てるほか、判定結果及びコメントを被害認定調査

の参考にする）ことが考えられるとされています。具体的には、応急危険度判定において「建築物全体又は一部

の崩壊・落階」「建築物全体又は一部の著しい傾斜」により「一見して危険」と判定された住家や、「建築物の

１階の傾斜が 1/20 超」と判定された住家（木造）、「建築物全体又は一部の傾斜が 1/30 超」と判定された住家

（鉄骨造）及び「不同沈下による建築物全体の傾斜が 1/30 超」と判定された住家（鉄筋及び鉄骨鉄筋コンクリ

ート造）のうち、調査表のコメント欄等で「建築物全体」が崩壊・落階又は著しい傾斜をしていることが確認で

きる場合には、この判定結果を参考にして、「全壊」の被害認定を行うことも可能です。 

 

＜大地震発生後の４つの建物被害調査＞ 

 住家の被害認定 被災建築物 

応急危険度判定 

被災宅地 

危険度判定 

被災度区分判定 

実施 

目的 

住家に係る罹災証明

書の交付 

余震等による二次災

害の防止 

余震等による二次災

害の防止、宅地造成

等規制法に基づく宅

地保全の勧告等必要

箇所の把握 

被災建築物の適切か

つ速やかな復旧 

実施 

主体 

市町村 市町村（都道府県･全

国被災建築物応急危

険度判定協議会※１が

支援） 

市町村（都道府県が

支援※２） 

建物所有者 

調査員 主に行政職員（罹災

証明書の交付は行政

職員のみ） 

応急危険度判定士

（行政又は民間の建

築士等） 

被災宅地危険度判定

士（宅地防災の経験

を有する行政職員

等） 

民間建築士等 

判定 

内容 

住家の損害割合（経

済的被害の割合）の

算出 

当面の使用の可否 監視警戒や応急対策

の必要性の有無 

継続使用のための復

旧の要否 

判定 

結果 

全壊・大規模半壊等 危険・要注意・調査

済 

危険宅地・要注意宅

地・調査済宅地 

要復旧・復旧不可能

等 

判定結

果の表

示 

罹災証明書に判定結

果（被害の程度）を

記載 

建物に判定結果を示

したステッカーを貼

付 

宅地に判定結果を示

したステッカーを貼

付 

判定結果を依頼主に

通知 

※１ 地震直後に被災した建築物の応急危険度判定を迅速かつ的確に実施するため、応急危険度判定の実施体制の

整備を行うことを目的として設立された協議会。国土交通省、47都道府県、建築関連団体、都市再生機構等か

実施時期等が異なることに留意して調査を進めていく必要があります。 

 

また、被災住民側から見ると、これら３つの建物被害調査は、それぞれが他の調査との混同を生じやすいも

のであり、特に住家の被害認定調査と応急危険度判定については、調査の時期が重なった場合に混乱が生じる

場合もあることから、大地震発生時においてはこれらの調査の混同が生じないよう、それぞれの調査目的と判

定の意味を理解した上で、十分な周知及び広報計画をたてることが重要となります。 

 

 一方で、これら３つの建物被害調査は、調査項目等に類似する点も多く見受けられることから、情報共有等

の連携を図っていくことも効果的です。「運用指針」では、応急危険度判定の判定結果について、被害認定調

査の調査計画策定に役立てるほか、判定結果及びコメントを被害認定調査の参考にすることができる場合があ

るとされています。具体的には、応急危険度判定において、「建築物全体又は一部の崩壊・落階」「建築物全

体又は一部の著しい傾斜」により「一見して危険」と判定された住家については、この判定結果を参考として、

「全壊」の被害認定を行える場合があります。 

 

 

 

 

 

 

＜大地震発生後の３つの建物被害調査＞ 

 住家の被害認定 応急危険度判定 被災度区分判定 

実施 

目的 

住家に係る罹災証明

書の交付 

余震等による二次災

害の防止 

被災建築物の適切か

つ速やかな復旧 

実施 

主体 

市町村 市町村（都道府県･

応急危険度判定協議

会※が支援） 

建物所有者 

調査 

員 

主に行政職員（罹災

証明書の交付は行政

職員のみ） 

応急危険度判定士

（行政又は民間の建

築士等） 

民間建築士等 

判定 

内容 

住家の損害割合（経

済的被害の割合）の

算出 

当面の使用の可否 継続使用のための復

旧の要否 

判定 

結果 

全壊・大規模半壊等 危険・要注意・調査

済 

要復旧・復旧不可能

等 

判定結

果の表

示 

罹災証明書に判定結

果（被害の程度）を

記載 

建物に判定結果を示

したステッカーを貼

付 

判定結果を依頼主に

通知 

 

 

 

 

 

※応急危険度判定協議会（全国被災建築物応急危険度判定協議会） 

地震直後に被災した建築物の応急危険度判定を迅速かつ的確に実施するため、応急危険度判定の実施体制の整備を
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ら構成され、一般財団法人日本建築防災協会が事務局を担当している。 

※２ 被害が生じた地方公共団体のみで対応が難しい場合は、都道府県、政令市、都市再生機構、公益財団法人宅

地擁壁技術協会から構成される被災宅地危険度判定連絡協議会を通じた調整や支援が図られる。 

 

大地震の際に行われる建物や宅地に係る４つの被害調査については、それぞれの調査目的に応じて、その調査の実

施時期が以下のとおり異なります。 

・人命に関わる二次災害の防止を目的とした「応急危険度判定」については、被災後概ね１週間から 10 日後までの

完了を目途として、被災直後から実施されることとなります。 

・通行時の安全確保や応急対策の必要性などを周知し二次災害を防止することを目的とする「被災宅地危険度判定」

は、避難時の安全確保や応急対策の実施、復旧必要性の把握などの地域ニーズの変化を考慮しつつ、余震や降雨

による地盤緩みの進行により監視警戒や対策必要性が生じることを考えながら継続的に実施します。 

・罹災証明書の交付を目的とした「住家の被害認定調査」については、経済的被害を証明するもので、被災規模等

の把握や、調査体制の構築、罹災証明書の交付時期等を踏まえて調査方針を決定した後、「応急危険度判定」及

び「被災宅地危険度判定」の実施時期と前後して調査が実施されていくこととなります。また、被災者が再調査

を依頼した際に行われる「住家の被害認定調査（再調査）」については、「住家の被害認定調査（第２次調査）」

の後、被災建物の復旧修理を行う前に実施することとなります。 

・建物所有者が民間建築士等に依頼することにより行われる「被災度区分判定」については、被災後又は「応急危

険度判定」の後、適切かつ速やかな復旧に資することを目的として実施することとなります。 

 

＜大地震発生後の建物や宅地に係る４つの被害調査の実施の流れ＞ 

行うことを目的として設立された協議会。国土交通省、47 都道府県、建築関連団体、都市再生機構等から構成さ

れ、財団法人日本建築防災協会が事務局を担当している。 

 

 

大地震の際に行われる３つの建物被害調査については、それぞれの調査目的に応じて、その調査の実施時期が以下

のとおり異なります。 

・人命に関わる二次災害の防止を目的とした「応急危険度判定」については、被災後概ね１週間から 10 日後まで

の完了を目途として、被災直後から実施されることとなります。 

 

 

 

・罹災証明書の交付を目的とした「住家の被害認定調査」については、経済的被害を証明するもので、被災規模等

の把握や、調査体制の構築、罹災証明書の交付時期等を踏まえて調査方針を決定した後、「応急危険度判定」の

終了時期と前後して調査が実施されていくこととなります。被災者が再調査を依頼した際に行われる「住家の被

害認定調査（再調査）」及び建物所有者が民間建築士等に依頼することにより行われる「被災度区分判定」につ

いては、各々「住家の被害認定調査（第２次調査）」及び「応急危険度判定」の後、被災建物の復旧修理を行う

前に実施することとなります。 

 

 

＜大地震発生後の３つの建物被害調査の実施の流れ＞ 

 

大地震による住家被害の発生

調査計画の策定
調査体制の構築

被災建築物応急危険度判定

【全国被災建築物応急危険度
判定協議会】

住家の被害認定
（第１次調査）

【市町村】

調査済
【緑】

要注意
【黄】

危険
【赤】

罹災証明書の交付

（全壊・大規模半壊
・半壊 等）

住家の被害認定
（第２次調査）

【市町村】

第２次調査の申請

罹災証明書の交付

（全壊・大規模半壊
・半壊 等）

住家の被害認定
（再調査）
【市町村】

再調査の依頼

罹災証明書の交付

（建物所有者が民間建築士等に依頼）

被災度区分判定
【民間建築士等】

復旧不要 要復旧 復旧不可能

補修等の適否の判断

継続使用 解体・撤去

被災後
１週間程度

被災後
1ヶ月～
数ヶ月

大地震による宅地被害の発生

調査計画の策定
調査体制の構築

被災宅地危険度判定
【被災宅地危険度判定

連絡協議会】

○危険度判定結果の周知
○判定結果の整理、共有

2次被害の防止・復旧

【地方公共団体、宅地
所有者】

○応急措置
○避難勧告、指示
○宅地保全の勧告
○復旧

※期間は大体の目安を示したものであり、
実際は災害の規模等によって変動する。

大地震による住家被害の発生 

調査計画の策定 

調査体制の構築 

被災建築物応急危険度判定 

【応急危険度判定協議会】 

住家の被害認定 

（第１次調査） 

【市町村】 

調査済（緑） 要注意（黄） 危険（赤）

罹災証明書の交付 

（全壊・大規模半壊・半壊 等）
※期間は大体の目安を示したものであり、

実際は災害の規模等によって変動する。 

住家の被害認定 

（第２次調査） 

【市町村】 

第２次調査の申請 

罹災証明書の交付 

（全壊・大規模半壊・半壊 等）

住家の被害認定 

（再調査） 

【市町村】 

再調査の依頼 

罹災証明書の交付 

（建物所有者が民間建築士等に依頼） 

被災度区分判定 

【民間建築士等】 

復旧不要 要復旧 復旧不可能

補修等の適否の判断 

継続使用 解体・撤去 

被災後 

１週間程度

被災後 

1ヶ月～ 

数ヶ月 



 

＜木造建築物

 

 

 

 

物の応急危険険度判定調査

新
査表＞ 

新 

8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧旧 



 

＜鉄骨造建築

 

 

 

 

築物の応急危危険度判定調

新
調査表＞ 

新 

9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧旧 



 

 

 

 

＜鉄筋及び鉄鉄骨鉄筋コンンクリート造

新

造建築物の応急

新 

急危険度判定定調査表＞ 

10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧旧 
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新 旧 

b) 損害保険・共済団体による調査 

すまいの損害保険や共済に加入している住宅が被災した場合、支払保険金・共済金の算定のため、損害保険会社又

は共済団体の調査員による損害状況及び損害額の調査が行われます。この調査は、被害認定調査と目的を異にするも

のであり、被災者に被害認定調査との間で混同を生じることがないよう留意する必要があります。 

 

《すまいの損害保険について》 

すまいの保険には、火災や風水害等の自然災害によって建物や家財に損害が発生した場合に、その損害を補償する

「火災保険」と、地震・噴火又はこれらによる津波によって建物や生活用動産に損害が発生した場合に、その損害を

補償する「地震保険」があります。 

※地震・噴火又はこれらによる津波の損害（火災・損壊・埋没・流失）は火災保険では補償されません。 

 

＜住家の被害認定調査と損害保険会社・共済団体の損害調査等との比較＞ 

 住家の被害認定調査 
損害保険会社の 

損害調査 

共済団体の 

損害調査 

目的 罹災証明書の交付 支払保険金の算定 共済金の算定 

実施 

主体 
市町村 損害保険会社 共済団体 

調査員 主に市町村職員 
損害保険会社社員又は損害

保険登録鑑定人等 
共済団体担当者又は鑑定人

調査 

方法 

損害割合（住家の主要な構

成要素の経済的被害の住家

全体に占める割合）を算出 

【火災保険】 

損傷箇所を元の状態に戻す

ために必要な修理費を基準

に保険金を算定 

【地震保険】 

主要構造部の損害割合、焼

失又は流失した床面積の割

合、床上浸水の程度から建

物の損害程度を認定 

損害発生前の状態に復旧す

るために要する額を算出

（※共済団体によって異な

る。） 

調査 

結果 

「全壊」「大規模半壊」「半

壊」 

【火災保険】 

損害保険金 

（この他、各種の費用保険

金が支払われる場合もあ

る。） 

【地震保険】（2017 年 1 月 1

日以降の始期契約の場合） 

「全損」「大半損」「小半

損」「一部損」の認定に基

づく地震保険金 

損害の額と加入保障金額に

もとづく共済金の支払（こ

の他、各種の費用共済金が

支払われる場合もある。）

 

※共済金の支払額は、共済団

体・罹災原因等によって異

なる。 

 

 

 

 

 

 

b) 損害保険・共済による調査 

すまいの損害保険や共済に加入している住宅が被災した場合、支払保険金の算定のため、調査員による損害状況及

び損害額の調査が行われます。この調査は、被害認定調査と目的を異にするものであり、被災者に被害認定調査との

間で混同を生じることがないよう留意する必要があります。 

 

《すまいの損害保険について》 

すまいの保険には、火災や風水害等の自然災害によって建物や家財に損害が発生した場合に、その損害を補償する

「火災保険」と、地震・噴火又はこれらによる津波によって建物や家財に損害が発生した場合に、その損害を補償す

る「地震保険」があります。 

※地震・噴火又はこれらによる津波の損害（火災・損壊・埋没・流失）は火災保険では補償されません。 

 

＜被害認定調査と損害査定等との比較＞ 

 住家の被害認定調査 
損害保険会社の 

損害調査 

共済組合の 

事故調査・損害査定 

目的 罹災証明書の交付 支払保険金の算定 共済金の算定 

実施 

主体 
市町村 損害保険会社 共済組合 

調査員 主に市町村職員 主に損害保険登録鑑定人 
共済組合担当者又は損害保

険鑑定人 

調査 

方法 

損害割合（住家の主要な構

成要素の経済的被害の住家

全体に占める割合）を算出

【火災保険】 

損傷箇所を元の状態に戻す

ために必要な修理費を基準

に算定 

【地震保険】 

主要構造部の損害割合、焼

失又は流失した床面積の割

合、床上浸水の程度から建

物の損害認定区分を判定 

損害発生前の状態に復旧す

るために要する額を算出 

調査 

結果 

「全壊」「大規模半壊」「半

壊」 

【火災保険】 

損害保険金 

（この他、各種の費用保険

金が支払われる場合もあ

る。） 

【地震保険】 

「全損」「大半損」「小破

損」「一部損」の判定に基

づく地震保険金 

損害の額と加入保障金額に

もとづく共済金の支払（こ

の他、各種の費用共済金が

支払われる場合もある。） 

 

※共済金の支払額は、罹災原

因等によって異なる。 
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新 旧 
＜火災保険・地震保険が支払われる場合（建物）の例＞ 

 火災保険 地震保険 
（2017年1月1日以降の始期契約の場合）

保険金が支払わ
れる場合の例（自
然災害） 

・火災、落雷、破裂、爆発 
・風災、雹災、雪災 
・水災 等 
によって、保険の対象に損害が
生じた場合 

地震・噴火またはこれらによる津波を
原因とする火災・損壊・埋没・流失に
よって、保険の対象に損害が生じた場
合 

支払われる保険
金 

【全焼・全壊の場合】 
 損害保険金＝建物保険金額 
【全焼・全壊以外の場合】 
 損害保険金＝ 
  損害の額－免責金額 

(注) 事故（災害）の種類によ

り、また、各社の保険商品によ

り、補償の対象となる損害の条

件や保険金の計算方法は異な

ります。 

実際の修理費ではなく、損害の程度
（全損、大半損、小半損、一部損）に
応じ、地震保険約款で定められた保険
金を支払う。 
 
【全損】地震保険の保険金額×100% 
【大半損】地震保険の保険金額×60%
【小半損】地震保険の保険金額×30%
【一部損】地震保険の保険金額×5% 
 
（注）認定の基準は下表のとおり 

 
（注）「地震保険損害認定基準」･･･2017 年 1 月 1日以降の始期契約の場合 
 

損害の 

程度 
認定の基準（建物の場合） 

全損 

地震等により被害を受け、建物の主要構造部の損害の額が、その建物の時価

の50％以上となった場合、または建物の焼失もしくは流失した部分の床面積

が、その建物の延床面積の70％以上となった場合 

大半損 

地震等により被害を受け、建物の主要構造部の損害の額が、その建物の時価

の40％以上50％未満となった場合、または建物の焼失もしくは流失した部分

の床面積が、その建物の延床面積の50％以上70％未満となった場合 

小半損 

地震等により被害を受け、建物の主要構造部の損害の額が、その建物の時価

の20％以上40％未満となった場合、または建物の焼失もしくは流失した部分

の床面積が、その建物の延床面積の20％以上50％未満となった場合 

一部損 

地震等により被害を受け、建物の主要構造部の損害の額が、その建物の時価

の3％以上20％未満となった場合、または、地震等を直接または間接の原因

とする洪水・融雪洪水等の水災によって建物が床上浸水または地盤面より

45cmを超える浸水を被った場合（ただし、当該建物が地震等により全損、大

半損・小半損・一部損に至らないとき） 

（略） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

＜火災保険・地震保険が支払われる場合（建物）の例＞ 

 火災保険 地震保険 

保険金が支払わ
れる場合の例（自
然災害） 

・火災、落雷、破裂、爆発 
・風災、雹災、雪災 
・水災 等 
によって、保険の対象に損害が
生じた場合 

地震・噴火またはこれらによる津波を
原因とする火災・損壊・埋没・流失に
よって、保険の対象に損害が生じた場
合 

支払われる保険
金 

【全焼・全壊の場合】 
 損害保険金＝建物保険金額 
【全焼・全壊以外の場合】 
 損害保険金＝ 
  損害の額－免責金額 

(注) 事故（災害）の種類によ

り、また、各社の保険商品によ

り、補償の対象となる損害の条

件や保険金の計算方法は異な

ります。 

実際の修理費ではなく、損害の程度
（全損、半損、一部損）に応じて地震
保険の保険金額の一定割合を支払う。
 
 
【全損】地震保険の保険金額×100% 
【半損】地震保険の保険金額×50% 
【一部損】地震保険の保険金額×5% 
 
 
（注）認定の基準は下表のとおり 

 
 
（注）「地震保険損害認定基準」（一般社団法人 日本損害保険協会）･･･建物の場合 
 

損害の

程度 
認定の基準 

全損 

地震等により被害を受け、主要構造部（柱、壁等、建物の構造により着目点

が異なる）の損害の額が、その建物の時価の50％以上となった場合、または

焼失もしくは流失した部分の床面積が、その建物の延床面積の70％以上とな

った場合 

半損 

地震等により被害を受け、主要構造部（上記に同じ）の損害の額が、その建

物の時価の20％以上50％未満となった場合、または焼失もしくは流失した部

分の床面積が、その建物の延床面積の20％以上70％未満となった場合 

一部損

地震等により被害を受け、主要構造部（上記に同じ）の損害の額が、その建

物の時価の3％以上20％未満となった場合、または、地震等を直接または間

接の原因とする洪水・融雪洪水等の水災によって建物が床上浸水または地盤

面より45cmを超える浸水を被った場合（ただし、当該建物が地震等により全

損、半損または一部損に至らないとき） 

 

 

（略） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 



 

 

 

５．罹災

（略） 

 

 

 
                                

６．被災

 

被災者

長期にわ

等を一元

災害応

時には援

護に関す

われない

なくあり

こうし

状況、支

有・活用

法にお

る住民関

条例との

＜被災者

（略） 

 

 

災証明書 

災者台帳 

者台帳とは、

わたる被災者

元的に集約す

応急対策期か

援護の対象と

する業務に習

い、あるいは

ません。 

した事態を防

支援に当たっ

することが効

おいては、災害

関係情報につ

整理を行っ

者台帳の概要

災害発生時に

者支援を総合

るものです。

から災害復旧

なる被災者

熟していな

は被災者の所

防止し、公平

ての配慮事

効果的です。

害発生時に被

いて、被災者

ています。 

＞ 

に市町村が行

合的かつ効率

。 

期にわたっ

者が多数に上

いこと等の

所在・連絡先

平な支援を効

事項等を一元

。 

被災者台帳の

者の援護を実

新

行う被災者支

的に実施す

て行われる被

ること、被

事情により

が共有され

率的に実施す

的に集約し

の作成が迅速

実施するため

新 

支援について

るため、個

被災者の援護

災経験の少

、受給資格

ていないな

するために

た被災者台帳

速に行えるよ

めに目的外利

て「支援漏れ

々の被災者の

護に関する業

ない地方公共

がある被災者

どの理由に

は、個々の被

帳を作成し、

よう、市町村

利用すること

れ」や「手続

の被害状況や

業務について

共団体の職員

者に対して制

よる支援漏れ

被災者の被害

、被災団体の

村が各行政目

を可能とす

 

続の重複」をな

や支援状況、

ては、大規模

員は必ずしも

制度の案内が

れが発生する

害の状況や支

の関係部署に

的のために保

するため、個人

なくし、中

、配慮事項

模広域災害

も被災者援

が適切に行

ることも少

支援の実施

において共

保有してい

人情報保護

13

 

５．罹災

（略）

＜罹災証

http

（略）
                       

６．被災

 

被災者

を総合的

のです。

災害応

時には支

に関する

れない、

ありませ

こうし

状況、支

おいて共

法この

う個人情

な規定が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略）

 

 

災証明書

証明書（内閣

p://www.bou

災者台帳

者台帳とは、

的かつ効率的

 

応急対策期か

支援の対象と

る業務に習熟

あるいは被

せん。 

した事態を防

支援に当たっ

共有・活用す

のため、平成

情報保護法制

が整備されて

閣府ホームペ

sai.go.jp/t

被災者支援

的に実施する

から災害復旧

となる被災者

熟していない

被災者の所在

防止し、公平

っての配慮事

することが効

成25年の法改

制との関係を

ています。

ページ）＞

taisaku/his

援について

るため、個々

旧期にわたっ

者が多数に上

いこと等の事

在・連絡先が

平な支援を効

事項等を一元

効果的です。

改正により、

を整理するこ

旧

saisyagyous

「支援漏れ」

々の被災者の

って行われる

上ること、被

事情により、

が共有されて

効率的に実施

元的に集約し

 

こうした台

ことにより、

旧 

sei/risaisy

や「手続の

の被害状況や

る被災者の援

被災経験の少

受給資格が

ていない等の

施するために

した被災者台

台帳の作成に

被災者の援

 

oumeisyo.ht

の重複」をな

や支援状況、

援護に関する

少ない地方公

がある被災者

の理由による

には、個々の

台帳を整備し

に必要な範囲

援護に関する

tml 

なくし、中長

配慮事項等

業務につい

公共団体の職

者に対して制

支援漏れが

の被災者の被

し、被災地方

囲で個人情報

事務が円滑

期にわたる被

を一元的に集

ては、大規模

員は必ずし

度の案内が適

発生するこ

害の状況や支

公共団体の

の利用が可能

に行われる

被災者支援

集約するも

模広域災害

も被災援護

適切に行わ

とも少なく

支援の実施

関係部署に

能となるよ

よう、必要
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新 旧 
 

災害対策基本法施行規則（昭和37年総理府令第52号）（抄） 

（被災者台帳の作成）  

（略） 

 

（台帳情報の提供に関し必要な事項）  

第八条の六 法第九十条の四第一項第一号又は第三号の規定により台帳情報の提供を

受けようとする者（以下この条において「申請者」という。）は、次の各号に掲げる

事項を記載した申請書を当該台帳情報を保有する市町村長に提出しなければならな

い。  

一 申請者の氏名及び住所又は居所（法人その他の団体にあつてはその名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地）  

二 申請に係る被災者を特定するために必要な情報  

三 提供を受けようとする台帳情報の範囲  

四 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合に

は、その使用目的  

五 前各号に掲げるもののほか、台帳情報の提供に関し市町村長が必要と認める事項 

（略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

災害対策基本法施行規則（昭和37年９月21日総理府令第52号）（抄） 

（被災者台帳の作成）  

（略） 

 

（台帳情報の提供に関し必要な事項）  

第八条の六 法第九十条の四第一項第一号又は第三号の規定により台帳情報の提供を

受けようとする者（以下この条において「申請者」という。）は、次の各号に掲げる

事項を記載した申請書を当該台帳情報を保有する市町村長に提出しなければならな

い。  

一 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあつてはその名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地）  

二 申請に係る被災者を特定するために必要な情報  

三 提供を受けようとする台帳情報の範囲  

四 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合に

は、その使用目的  

五 前各号に掲げるもののほか、台帳情報の提供に関し市町村長が必要と認める事項 

（略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



 

第２章

 

 

１．★調

（略） 

 

②被害情報

●調査方針

す。 

●情報の収

図等を持

の判定結

している

（略） 

 

＊参考： 航

 

 

章 被害認定

調査計画の策

報の収集 

針を決定する

収集にあたっ

持って実際に

結果（調査表や

地域を把握

航空写真を調

・ 平成25年

とに建物

より、住

① 立ち

② 外力損

の場合

③ 上記に

 

 

定業務の

策定 

ため、災害の

ては、市町村

現場に出向

や判定実施区

します。 

調査方針設定

年台風26号に

物被害の特徴

住家被害調査

ち入りが制限

損傷が著しい

合は第１次調

に該当しない

実施体制

の規模（被害

村の災害対策

き、被害状況

区域図等）を

定に使用した

による土砂災

徴を把握し、

査を円滑に実

限されている地

い地域をあら

調査から実施

い地域、建物

新

制の整備 

害棟数）や被

策本部、消防

況を確認しま

を地図に反映

た事例（東京

災害について

調査方針、

実施すること

地域は航空写

らかじめ設定

施 

物は第２次調

新 

被害集中地域

防、警察、都

ます。また、被

映させたり、

京都大島町）

ては、国土地理

調査対象地

とができた。

写真や外観目

定し、木造・プ

調査から実施 

域等、必要な

都道府県等の

被災建築物応

現地調査や

 

理院から提供

区の設定・区

 

目視による確

プレハブ造で

被害状況に

の関係機関と

応急危険度判

や航空写真等

供された航空

区分を検討す

確認 

で２階以下の

関する情報を

連携するほか

判定（応急危

を活用し、被

空写真をも

することに

の戸建住宅

を収集しま

か、住宅地

危険度判定）

被害の集中

15

第２章

 

 

１．★調

（略）

 

②被害情報

●調査方針

ます。

●情報の収

地図等を

たり、現

 

（略）

 

＊参考：

 

 

章 被害認

調査計画の

報の収集 

針を決定する

収集にあたっ

を持って実際

現地調査や空

空中写真を

・ 平成25年

とに建物

より、住

④ 立ち

⑤ 外力損

の場合

⑥ 上記に

 

 

認定業務の

の策定 

るため、災害

っては、市町

際に現場に出

空中写真等を

調査方針設定

年台風26号に

物被害の特徴

住家被害調査

ち入りが制限

損傷が著しい

合は第１次調

に該当しない

の実施体制

害の規模（被

町村の災害対

出向き、被害

を活用し、被

定に使用した

による土砂災

徴を把握し、

査を円滑に実

限されている

い地域をあら

調査から実施

い地域、建物

旧

制の整備 

被害棟数）や

対策本部、消

害状況を確認

被害の集中し

た事例（東京

災害について

調査方針、

実施すること

る地域は空中

らかじめ設定

施 

物は第２次調

旧 

や被害集中地

消防、警察、

認します。ま

している地域

京都大島町）

ては、国土地

調査対象地

とができた。

中写真や外観

定し、木造・

調査から実施

地域等、必要

都道府県等

また、応急危

域を把握します

 

地理院から提供

地区の設定・

 

目視による確

プレハブ造

施 

要な被害状況

等の関係機関

危険度判定の

す。 

供された空

区分を検討す

確認 

で２階以下の

に関する情報

と連携する

結果を地図

中写真をも

することに

の戸建住宅

報を収集し

ほか、住宅

に反映させ



 

＊参考：航

 

航空写真の撮

・ 国土地理

量用航空

る。 

・ 地震、火

撮影等に

ームペー

・ 低解像度

い合わせ

658）ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影・提供（国

理院において

空機「くにか

火山噴火、水

による観測を

ージ（災害関

度の写真はホ

せは、国土地

で。 

左：被

航空

：被災

（地

国土地理院）

ては、いつ発

かぜⅢ」によ

水害等の大規

を行い、迅速

関連情報（ht

ホームページ

地理院企画部

航空写真

被災前（2008年

写真（平成2

災前（2009年撮

地理院地図、

新
） 

発生するかわ

り通年で機動

規模な災害発

速に災害情報

ttp://www.g

ジ上で公開し

部防災推進室

（平成28年熊

年撮影） 右

29年7月九州北

撮影） 右：

国土地理院

新 

からない自然

動性のある運

生時には、そ

報等を関係機

gsi.go.jp/b

しているが、高

室長補佐（直

本地震：熊本

：被災後（2

北部豪雨災害

被災後（201

（https://map

然災害に迅速

運航を可能と

その状況に応

関に提供して

bousai.html

高解像度の写

直通 029-864

本県益城町）

2016年4月16日

害：福岡県朝

17年7月13日撮

 

ps.gsi.go.jp/）

速に対応する

とする体制を

応じて航空写

ている（国土

））上でも公

写真の入手に

4-6275,FAX 

 

日撮影） 

倉市） 

撮影） 

）） 

るため、測

を取ってい

写真の緊急

土地理院ホ

公開） 

に関する問

029-864-1

16

＊参考：国

 

 

 

国土地理院に

・ 国土地理

量用航空

る。 

・ 震、火山

影等に

ムペー

 

平成24年

害

 

（地図・空

による空中写

理院において

空機「くにか

山噴火、水害

よる観測を行

ジ上でも公開

空中写

左：被災前

年５月に発生

害状況（つく

空中写真閲覧

写真の撮影・

ては、いつ発

かぜⅢ」によ

害等の大規模

行い、迅速に

開） 

写真（東北地

前（2008 年撮

生した突風等

くば市北条地

覧サービス、国

旧
提供（国土

発生するかわ

より通年で機

模な災害発生

に災害情報等

 

地方太平洋沖

撮影）  右

 

等による被

地区） 

国土地理院

旧 
土地理院） 

わからない自

機動性のある

生時には、そ

等を関係機関

沖地震：仙台

右：被災後

 

測量

（http://map

自然災害に迅

運航を可能

の状況に応

関に提供して

台市若林区荒

（2011 年３月

 

 

量用航空機

 

ps.gsi.go.j

迅速に対応す

とする体制を

じて空中写真

ている（国土地

荒浜周辺） 

月 12 日撮影

「くにかぜⅢ

jp/maplibSea

るため、測

を取ってい

真の緊急撮

地理院ホー

 

） 

 

Ⅲ」 

arch.do））



 

＊参考：衛

 

 

衛星画像の公

・ 国内にお

被災等の

（注）に

かになら

公開する

ことも可

（注）

や

政

衛

（内閣

開（内閣情報

おける大規模

の状況の早期

には、内閣情

らないよう加

ることとされ

可能である。

公開の対象

国内におい

や、大規模な

政府の緊急参

衛星画像（平成

閣情報調査室

報調査室） 

模な被害を伴

期把握や被災

情報調査室に

加工処理をし

れているので

 

象となる事態

いて、暴風、

な火事若しく

参集チームに

成29年福岡県

    

室関連報道発表

新

伴う災害や事

災者等の迅速

において、加

したもの）を内

で、このような

態は、次のと

竜巻、豪雨

は爆発又は

に参集指示が

県・大分県等

：福岡県朝

表：http://ww

新 

事故等の発生

速な救助・避

工処理画像

内閣官房のウ

な衛星画像が

とおり。 

、地震、津波

は重大な事故

があった場合

の大雨に係る

倉市・大分県

ww.cas.go.jp/j

生に際して、情

避難等に資す

（衛星画像に

ウェブサイト

が公開されて

波、噴火その

等により大規

又はこれに準

る被災地域の

県日田市） 

jp/houdou/17

情報収集衛星

すると判断さ

に、衛星の能

トに掲載する

ている場合は

の他の異常な

規模な被害が

準じる事態。

の加工処理画像

70711saigai.h

星の画像が

された場合

能力が明ら

るなどして

は活用する

な自然現象

が発生し、

。 

 

 
像等 

tml） 
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旧旧 



 

＊参考：リ

 

 

 

 

アルタイム

・ 国立研究

地震発生

人的被害

発を、戦

・ 2016年熊

ンスサイ

治体等が

・ 今後の地

推定を行

提供する

・ リアルタ

ルアドレ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震被害推定

究開発法人防

生後10分程度

害）を行うリ

戦略的イノベ

熊本地震にお

イト（http:

が本システム

地震災害にお

行い、結果の

ることを検討

タイム地震被

レス：j-ris

2016年熊本

定システムの

防災科学技術

度で、全国を

リアルタイム

ベーション創

おける地震被

//ecom-plat

ムによる推定

おいては、防

全壊棟数の

討している。

被害推定シス

q@bosai.go.

本地震の建物

   地

新
の開発（国立

術研究所では

を対象に250ｍ

ム地震被害推

創造プログラ

被害推定結果

t.jp/nied-c

定結果を入手

防災科学技術

分布データや

 

ステムに関す

.jp)まで。 

物に関する実

地震被害推定

新 
立研究開発法

は、強震観測

ｍメッシュ単

推定システム

ラム（SIP）の

果は、防災科学

cr/index.ph

手できるよう

術研究所にお

やこれらを可

する問い合わ

実被害と被害

定のフロー

法人防災科学

測データをリ

単位で各種被

ム（J-RISQ：

の一環として

学技術研究所

hp?gid=1015

にした。 

いて、発災後

可視化した情

わせは、防災科

害推定結果の

学技術研究所

アルタイム

被害推定（建

ジェイ-リス

て進めている

所のクライシ

53）で公開し

後に本システ

情報を被災自

科学技術研究

の比較 

所） 

に処理し、

建物被害や

スク）の開

る。 

シスレスポ

し、被災自

テムによる

自治体等に

究所（メー

18

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

旧旧 



 

＊参考：航空

など

 

（略） 

 

 

 

 

 

空写真等を用

ど調査方針の

・ 国立研究

の写真や

の作成を

被害図で

いた）。

・ 今後の地

し、被災

・ この建物

討するこ

・ なお、発

測の結果

真や都市

・ 建物被害

ス：bos

 

用いて住家の

検討（国立研

究開発法人建

や建物データ

を行っている

での被害の程

 

地震災害にお

災自治体への

物被害図を基

ことが可能と

発災前の住家

果のほか、各

市計画基礎調

害図に関する

aigis@kenke

2016年4月

建物被害図

の高さの差を

研究開発法人

建築研究所で

タを活用し、

る（益城町市

程度と被災建

おいては、発

の提供を行う

基にして、被

となる。 

家の高さの把

各地方公共団

調査の結果な

る問い合わせ

en.go.jp, 直

16日11時頃撮

図での被害の

新
を可視化した

人建築研究所

では、平成28

住家の高さ

市街地（本震

建築物応急危

発災後に建築研

べく研究が

被災自治体に

把握にあたっ

団体が固定資産

なども活用で

せは、建築研

直通029-864

撮影の画像(3

の程度と被災

新 
た建物被害図

所） 

8年4月熊本地

の差を求め

震後）での被害

危険度判定の

研究所におい

が進められて

おいて調査対

ては、国土地

産の現況確認

できる。 

研究所住宅・都

4-6675）まで

36枚)を使用

 

建築物応急危

図の作成とそ

地震の発災後

、その差を可

害状況を復元

の結果は概ね

いてこのよう

いる。 

対象区域の設

地理院が有す

認等のために

都市研究グル

で。 

して作成した

危険度判定の

れを基にし

後の航空写真

可視化した建

元してみると

ね７割程度は

うな建物被害

設定など調査

する写真やレ

に撮影してい

ループ（メー

た建物被害図

 

の結果の比較 

た調査対象区

真と発災前

建物被害図

と、本建物

は合致して

害図を作成

査方針を検

レーザー計

いる航空写

ールアドレ

 

図 

区域の設定
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（略）
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新 旧 
④調査方針の設定 

（略） 

 

■被害が軽微なものの取扱い 

· 被害が軽微で明らかに「半壊に至らない」に該当する物件については、自己判定方式を採用して調査を簡素

化する、あるいは現地調査そのものを行わないことも考えられます。 

· 自己判定方式を実施することで、半壊に至らない住家の被害認定調査の事務手続を軽減することができるた

め、結果的に罹災証明書の交付の迅速化につながります。 
· ただし、被災した住家を撮影した写真からだけでは、被害が軽微で明らかに「半壊に至らない」と判断がで

きない場合は、通常の現地調査を実施し、その結果に基づいて判定を行うこととなります。 
 

☆自己判定方式は、具体的には以下のような手順で実施します。 

 

①自己判定方式

実施の広報 

自己判定方式を実施する場合、被災者に対して自己判定方式を実施する旨を広報しま

す。その際以下の点を明らかにしておきます。 

－自己判定方式が実施できる条件（半壊に至らない程度の被害で自ら結果に合意でき

る など） 

－自己判定方式の申請書類等の受付窓口 

－自己判定方式による申請受付の開始時期 

②申請書類等の

配布 

自己判定方式を実施する被災者に対して、申請書類を配布します。 

－申請に必要な書類等について説明した書類 

－申請書類の記載方法や写真の撮影方法等が分かる書類  等 

③申請の受付 罹災証明書に係る窓口等で、申請を受け付けます。申請を受け付けた後、申請書類の

内容を確認し、明らかに半壊に至らない程度の被害であることが確認でき、本人の同

意が得られれば被害の程度が「半壊に至らない」の罹災証明書を交付します。 

 
☆適正に自己判定方式を実施するためには、申請書の他、被害状況がわかる写真が必要となります。また、被

災した住家の図面があれば、被害状況の確認に役立ちます。 

          

① 申請書類 申請書類は以下の情報が記載できるようにします。その際、罹災証明書等交付申請書

の内容も含むようにします。 

－申請者の住所・氏名及び被災した住家の所在地 

－建物の配置状況 

－被害の部位及び箇所 

②被害状況のわ

かる写真 

－建物の全景（周囲４面、４枚以上） 

－表札 

－被害を受けた部位について、その内容が明らかになるような写真 

③被災した住家 －配置図、平面図、立面図 など 

④調査方針の設定 

（略） 

 

■被害が軽微なものの取扱い 

被害が軽微で明らかに「半壊に至らない」に該当する物件については、自己判定方式を採用して調査を簡素

化する、あるいは現地調査そのものを行わないことも考えられます。 
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（略） 
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（略） 
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新 旧 
＊参考：半壊に至らない一部損壊世帯への支援の事例（兵庫県） 

・ 兵庫県では住家の損害割合が10％以上20％未満の場合を「一部損壊」としており、県条例により実施する

「兵庫県住宅再建共済制度」に特約を付加することにより、住宅の再建時に最大25万円を給付する仕組み

や、1世帯当たり5万円が支給される災害援護金制度を設けている。 

（兵庫県住宅再建共済制度（住宅再建共済制度）の概要） 

概要 
年額5,000円の共済負担金で住宅の再建等に最大600万円を給付、年額500円の特約を付加する
ことで、一部損壊(損害割合10％以上20％未満)にも最大25万円給付 

支給対象 あらゆる自然災害により被害を受けた住宅 

支給額 

・半壊以上の被害で住宅を建築・購入した場合：600万円  
・全壊で補修した場合：200万円  
・大規模半壊で補修した場合：100万円 
・半壊で補修した場合：50万円 
・一部損壊(損害割合10％以上20％未満)で建築・購入、補修した場合：25万円 
・半壊以上の被害で建築・購入、補修しない場合：10万円 
・一部損壊(損害割合10％以上20％未満)で建築・購入、補修しない場合：10万円 

資料）兵庫県資料、http://phoenix.jutakusaiken.jp/index.html 

 

＊参考：一部損壊世帯に対する住宅再建支援補助金等支給の事例（鳥取県） 

・ 平成28年10月に発生した鳥取県中部地域を震源とする地震では、住家の損害割合が10％以上20％未満の一

部破損世帯に上限30万円を支給する「被災者住宅再建支援補助金」制度を設けた。 

・ また、住家の損害割合が10％に満たない一部破損世帯に対しては、損害割合に応じて一定の金額を支給す

る「被災者住宅修繕支援金」制度を設けた。 

＊参考：一部損壊世帯への住宅復旧費用の一部助成の事例（栃木県栃木市） 

・ 栃木市被災者住宅復旧支援条例において、被災者生活再建支援法に規定する自然災害により半壊に至らな

い一部損壊の被害を受けた世帯について、当該居宅の復旧に要する経費が10万円以上のものに対し、10万

円を限度とし、復旧に要する経費に２分の１を乗じて得た額を助成している。 

＊参考：一部損壊世帯への支援や固定資産税の減免の事例（神奈川県横浜市） 

・ 半壊に至らない床上浸水の場合や火災等の消火作業により住家内の30%以上が水浸しになった冠水家屋世

帯の場合、単身世帯で１万円、２人以上世帯で２万円を支給する横浜市災害見舞金・弔慰金制度を設けて

いる。 

・ また、家屋の損害程度に応じて固定資産税・都市計画税（土地・家屋）の税額を減免しており、家屋等の

損害割合が10%以上20%未満の世帯については２/10以内の減免としている。 

d）調査結果の伝達方法 

調査結果を、被災者に対して、いつ伝えるかを決めます。 

原則として調査時は被災者には判定結果は伝えず、罹災証明書交付時点で伝えます。 
地震第１次調査のように、多くの棟数を短期間に処理する場合、不慣れな調査員もいるため、一旦、持ち帰って調

査水準を統一することも大切であり、罹災証明書交付時に説明することが良いと考えられます。 

（略） 

e）調査手法 

「災害の被害認定基準について」（平成13年６月28日府政防第518号内閣府政策統括官（防災担当）通知）に基づ

き、住家の被害認定調査を円滑かつ迅速に行うため、標準的な調査方法及び判定方法を示した「災害に係る住家の

被害認定基準運用指針」（平成13年７月作成、平成30年３月最終改定）を踏まえ、適切に住家の被害認定調査を実施

します。 

 
 

 

 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

d）調査結果の伝達方法 

調査結果を、被災者に対して、いつ伝えるかを決めます。 

原則として調査時は被災者には判定結果は伝えず、罹災証明書交付時点で伝えます。 
地震第１次調査のように、多くの棟数を短期間に処理する場合、不慣れな調査員も発生せざるをえず、一旦、持ち

帰って調査水準を統一することも大切であり、罹災証明書交付時に説明することが良いと考えられます。 

（略） 

e）調査手法 

「災害の被害認定基準について」（平成13年６月28日府政防第518号内閣府政策統括官（防災担当）通知）に基づ

き、住家の被害認定調査を円滑かつ迅速に行うため、標準的な調査方法及び判定方法を示した「災害に係る住家の

被害認定基準運用指針」（平成13年７月作成、平成25年６月最終改定）を踏まえ、適切に住家の被害認定調査を実

施します。 



 

（略） 
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を除き、原則

合には、最初

次調査を実施

旧 

次調査から実

の１～２階建

第１次調査

第１次調査を

等）は、第２

並行して調査

最初から第２

則として被災

初から第２次

施せず、最初

施するかを決

建であり、か

査を実施しま

を実施した住

２次調査を実

査を進めるこ

次調査を実

災者の立ち会

次調査を実施

初から第２次

決めます。

かつ津波、越

す。第１次

住家の被災者

実施すること

ことが必要と

実施します。

会いのもと、

施します。

次調査を実施

流、堤防決壊

調査では、外

から申請が

になります

と考えられま

第２次調査

外観目視調査

施することも

壊等水流や

外観の損傷

あった場合

すが、罹災証

ます。 

では、外観

査及び内部

もできます。



 

＊参考：被

・ 国土地理

屋根の軸

ら、「全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊参考：住家

・ 国立研究

の高さの

められて

・ 建物被害

ことで、

建物被

bosaigi

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災前後の航

理院が撮影し

軸がずれ位置

全壊」と判定

家の高さの差

究開発法人建

の差を求め、

ている。 

害図における

、住家の被害

被害図に関す

is@kenken.g

空写真を用

した平成28年

置が変わって

定することも

左：被災

差を可視化し

建築研究所で

その差を可

る高さの差が

害の程度を

する問い合

go.jp,直通0

2016年4月1

いた被害の程

年4月熊本地震

ており、住家
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航空写真（

災前（2008年

した建物被害

では、地震災

可視化した建

が大きい住家

「全壊」と判

合わせは、

29-864-6675

6日11時頃撮

新
程度の判定に

震の発災前後

家全部もしく

る。 

平成28年熊本

年撮影） 右

害図による被

災害発生後の

建物被害図の

家については

判定すること

建築研究所

5）まで。 

撮影の画像(36

新 
について（国

後の航空写真

くは一部の階

本地震：熊本

：被災後（20

被害の程度の

航空写真と発
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真と建物デー

体への提供を

航空写真等と

ループ（メ

建物被害図 
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と推定される

究開発法人建

ータを活用し

を行うべく研
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新 旧 
＊参考：航空写真等を活用して判定した事例（東日本大震災） 

・ 平成23年東北地方太平洋沖地震に係る住家被害については、膨大な調査棟数、現在の被災市町村の被害認

定業務実施体制に鑑み、以下の方法による第１次調査により被害を認定。 

① 航空写真又は衛星写真を活用して、対象住家が津波により流失したかどうか確認 

② 流失した住家については、全壊と判定 

 

 ＜参考＞ 

 １．被災地域の航空写真については、国土地理院のホームページで閲覧可能 

 ２．内閣府内に置かれたボランティアによる地図作成チーム（EMT）において、被災地域の空中写真と住宅

地図を重ね合わせたものをWEB上で公開 

 ３．沿岸部の被災地域の衛星写真については、㈱日立製作所及び㈱日立ソリューションズから無償提供 

 

 

（略） 

 

⑥全体スケジュールの確認・調整 

（略） 

●全体スケジュールの確認を行う場合、特に調査や罹災証明書の発行の遅れにつながるような抜け漏れがないよ

うに留意する必要があります。 

水害の場合、第１次調査の対象となるのは、「木造・プレハブで戸建ての１～２階建て」に限られます。なお、津波、越流、堤

防決壊等水流や泥流、瓦礫等の衝突等の外力が作用することによる一定以上の損傷が発生している場合と、そうでない場

合とで判定の方法が異なることに留意します。非木造の集合住宅など、この要件に該当しない場合は第２次調査から調査

を開始し、初回の罹災証明書の発行を行います。 

（略） 

 

●被害が複数の市町村にわたる場合には、都道府県とスケジュールを調整します。 

被災状況と活用可能な人的・物的資源から勘案し、罹災証明書交付までの期間が長引くことが予想される場合は、緊急を

要する被災者支援策の実施手法について検討する必要があります。 

被害認定調査の調査期間について、過去の大規模災害では、応急修理の完了が１ヶ月以内であること、仮設住宅の着工

が20日以内であること等から、１ヶ月以内が目処（地震第１次調査等、１回目の調査）とされています。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 

 

⑥全体スケジュールの確認・調整 

（略） 

●全体スケジュールの確認を行う場合、特に調査や罹災証明書の発行の遅れにつながるような抜け漏れがないよ

うに留意する必要があります。 

水害の場合、第１次調査の対象となるのは、「木造・プレハブで戸建ての１～２階建てであり、かつ、津波、越流、堤防決壊

等水流や泥流、瓦礫等の衝突の外力被害があるもの」に限られます。集合住宅など、この要件に該当しない場合は第２次

調査から調査を開始し、初回の罹災証明書の発行を行います。 

 

（略） 

 

●被害が複数の市町村にわたる場合には、都道府県とスケジュールを調整します。 

被災状況と活用可能な人的・物的資源から勘案し、罹災証明書交付までの期間が長引くことが予想される場合は、緊急を

要する被災者支援策の実施手法について検討する必要があります。 

被害認定調査の調査期間について、過去の大規模災害では、応急修理が１ヶ月以内であること、仮設住宅の着工が20日

以内であること等から、１ヶ月以内が目処（地震第１次調査等、１回目の調査）とされています。 

（略） 
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新 旧 

２．調査体制の構築 
（略） 

 

① 被害認定調査の体制の設定 

（略） 

●地震や水害の第２次調査や風害の調査といった内部立入調査を行う必要がある場合、調査実施時に被災者の立

ち会いが必要となります。そのため、被災者の在宅率が高い休日にまとめて調査を実施することが調査期間の

短縮につながります。実際の体制整備にあたっては、庁内の他部署の職員や他の地方公共団体等の応援職員な

どを活用し、休日により多くの調査を実施できる体制を構築することも有効です。 

（略） 

＜体制と業務分担例 災害規模の大きい場合（投入人数が多い場合）＞ 
 

 
（略）  

 

 

 

 

③★庁内での人員確保 

（略） 

＜被害認定調査の担当部署の例＞ 

・ 固定資産税職員：固定資産税評価と類似している部分があるため、理解が早いことが多い。 

・ 建築関係の担当課：建築に関する専門的知識を有するため、調査に適している。 

 

 

④★応援人員の要請 

（略） 

＊参考：応援職員の受入（京都府福知山市） 

・ 平成26年度豪雨の際に、８月19日から31日までの間、家屋被害認定調査に関し、国や京都府、災害応援協定

市をはじめ、府内・府外市町等から606人の支援を受け入れた 

 

 

（略） 
 

２．調査体制の構築 
（略） 

 

② 被害認定調査の体制の設定 

（略） 

●地震や水害の第２次調査や風害の調査といった内部調査を行う必要がある場合、調査実施時に被災者の立ち会

いが必要となります。そのため、被災者の在宅率が高い休日にまとめて調査を実施することが調査期間の短縮

につながります。実際の体制整備にあたっては、庁内の他部署の職員や他の地方公共団体等の応援職員などを

活用し、休日により多くの調査を実施できる体制を構築することも有効です。 

（略） 

＊参考：体制と業務分担例 災害規模の大きい場合（投入人数が多い場合） 

 
（略）  

 

 

 

 

③★庁内での人員確保 

（略） 

＊参考：被害認定調査の担当部署 

・ 固定資産税職員：固定資産税評価と類似している部分があるため、理解が早いことが多い。 

・ 建築関係の担当課：建築に関する専門的知識を有するため、調査に適している。 

 

 

④★応援人員の要請 

（略） 

＊参考：応援職員の受入（京都府福知山市） 

・ 平成26年度豪雨の際に、８月19日から31日までの間、家屋被害認定調査に関し、国や京都府、災害応援協

定市をはじめ、府内・府外市町等から606人の支援を受け入れた 

出典：福知山市ホームページ、http://www.city.fukuchiyama.kyoto.jp/topics/entries/004718.html 

 

（略） 
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新 旧 

３．★資機材等の調達 
（略） 

②調査資機材の調達 

（略） 

b）調査票の修正 

次の３つの条件が満たされれば、地方公共団体の判断により、必要に応じて調査票の様式を修正することができま

す。 

 
＜調査票修正の条件＞ 

・ 運用指針に則った調査・判定を行うことができるものである。 

・ 都道府県が管内市区町村と予め調整し、了解が得られたものである。 

・ 調査票に記録する項目として以下の各項目が盛り込まれている。 

    ※市区町村が調査票の修正を行おうとする場合には、調査票修正の条件に沿って修正した調査票を用いて調査

を行う前に、都道府県にその旨連絡します。 

    ※都道府県は、それ以外の管内市区町村に調査票の修正について照会し、特段の問題がないことが確認できた

場合には、その旨を修正した調査票により調査を行おうとしている市区町村に連絡します。 

    ※複数の都道府県に被害が及ぶような大規模災害の場合には、隣接する都道府県等とも調整が必要になる場合

があることにも留意してください。 

 

＜調査票において記録する項目＞ 

（略） 

⑧各部位の損傷（ⅰ～ⅳの全て。ただし、地震の第１次調査においてはⅱ～ⅳ、水害の第１次調査においては浸水

深、地盤の液状化等の第１次調査においては潜り込み状況とする。） 

（略） 

 

【参考】⑧各部位の損傷について 

 ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ 

各部位の損傷

状況（図面、写

真等で記載） 

各部位の損傷

程度毎の損傷

面積率等 

各部位の 

損傷率 

各部位の 

損害割合 

地震 
第１次調査 － ○ ○ ○ 

第２次調査 ○ ○ ○ ○ 

水害 
第１次調査 浸水深 

第２次調査 ○ ○ ○ ○ 

風害 調査 ○ ○ ○ ○ 

地盤の 

液状化等 

第１次調査 潜り込み状況 

第２次調査 ○ ○ ○ ○ 

 

 

３．★資機材等の調達 
（略） 

②調査資機材の調達 

（略） 

b）調査票の修正 

次の２つの条件が満たされれば、地方公共団体の判断により、必要に応じて調査票の様式を修正することができま

す。 

 
＜調査票修正の条件＞ 

・ 運用指針に則った調査・判定を行うことができるものである。 

 

・ 調査票に記録する項目として以下の各項目が盛り込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

＜調査票において記録する項目＞ 

（略） 

⑧各部位の損傷（ⅰ～ⅳのいずれか） 

 

（略） 
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新 旧 
※部位の損害割合の算出 

部位の損害割合＝       部位の損傷率       × 当該部位の構成比 

           ＝ 部位の損傷面積率等 × 部位の損傷程度 × 当該部位の構成比 

 部位の損傷面積率等 ＝ （当該部位の損傷部分の面積等）÷（当該部位の全面積等） 

 損傷程度 ＝ 運用指針において各部位ごとに定める５段階の損傷の例示に対応した割合（10％、25％、50％、7

5％、100％） 

 

内閣府で示した調査票に示されている項目以外に、過去に災害を経験した地方公共団体において、調査票に盛り

込まれた項目を参考に列挙します。 

 

（略） 

 
 

５．★広報 
（略） 

 

①被害認定調査実施に関する広報 

●被害認定調査実施に関する広報を行います。 

被災建築物応急危険度判定（応急危険度判定）、被災宅地危険度判定、被災度区分判定や損害保険・共済による損害調

査との違いについて周知します。（応急危険度判定、被災宅地危険度判定、被災度区分判定及び損害保険・共済による

損害調査との違いの詳細については第１章を参照ください。） 

（略） 

＊参考：調査の広報を行う上での留意点（石川県輪島市） 

・ 広報に際しては、応急危険度判定と被害認定調査とはまったく別の調査であるということを周知することに注

意した（応急危険度判定が赤紙の危険であっても被害認定調査の結果が必ずしも全壊や半壊にはならない等）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府で示した調査票に示されている項目以外に、過去に災害を経験した地方公共団体において、調査票に盛

り込まれた項目を参考に列挙します。 

 

（略） 

 
 

５．★広報 
（略） 

 

①被害認定調査実施に関する広報 

●被害認定調査実施に関する広報を行います。 

応急危険度判定や損害保険・共済による損害調査との違いについて周知します。（応急危険度判定及び損害保険・共済

による損害調査との違いの詳細については第１章を参照ください。） 

 

（略） 

＊参考：調査の広報を行う上での留意点（石川県輪島市） 

・ 広報に際しては、応急危険度判定と罹災調査とはまったく別の調査であるということを周知することに注意

した（応急危険度判定が赤紙の危険であっても罹災調査の結果が必ずしも全壊や半壊にはならないというこ

と等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第３章

 

１．調査

（略） 

＊参考：コ

・ 和歌山県

家被害認

（略） 

（略） 

 
 

２．地域

（略） 

①調査対象

●調査計画

 市◇

っ

の

 区◇

流

し

当

 
   

 

 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

３．調査

（略） 

 
  
 

４．調査

（略） 

①調査票の

（略） 

 

 

 

 

 

章 被害認定

査全体の管理

ーディネー

県では、大規

認定士リーダ

域割方針の決

象地域の確認

画において決

市町村全域を

った建物のみ

のいずれを選

区域内のすべ

流、瓦礫等の

して明らかな

当該住家すべ

査班の編成 

査結果の管理

の集計方針の

定業務の

理 

ターの役割の

規模災害時に

ダー」（※住

決定 

 

定した調査対

を調査対象と

みを調査する

選択したのかを

べての住家が

の衝突等の外

な区域につい

べてを全壊と

理フローの

決定 

マネジメン

の例（和歌山

に被災市町村

住家被害認定

対象地域を確

とする場合（「全

場合（「一部

を確認します

が木造・プレハ

外力が作用す

ては、サンプ

と判定します（

の決定 

新

ント 

山県）  

村からの要請

定士について

確認します。

全棟調査」）、

地域は全棟＋

す。 

ハブの戸建の

することによる一

プル調査（当該

「運用指針第

新 

請に基づき、住

ては、p.46参

。 

、一部の地域

＋申請建物」

の１～２階建で

一定以上の損

該区域の四隅

第２編１．第１次

住家被害認定

参照）を派遣

域は全棟調査

」）、申請建物

であり、かつ、

損傷が発生し

隅に立地する

次調査に基づ

定業務を円滑

遣することと

査として、それ

物のみを調査

、津波、越流

し、床上1.8m以

る住家の調査

づく判定」参照

滑に進めるた

している。

れ以外の地域

査する場合（「申

流、堤防決壊等

以上浸水した

査）により、当該

照）。 

2

ために「住

域は申請があ

申請建物」）

等水流や泥

たことが一見

該区域内の

29

第３章

 

１．調査

（略）

＊参考：コ

・ 和歌山

家被害

（略）

（略）

 
 

２．地域

（略）

①調査対象

●調査計画

◇

◇

◇

（略）

 

３．★調

（略）
    

 

４．調査

（略）

①調査票の

（略）

 

 

 

 

 

章 被害認

査全体の管

コーディネー

山県では、大規

害認定士リー

 

域割方針の

象地域の確認

画において決

市町村全域

あった建物

物」）のいず

区域内のす

流、瓦礫等

ついては、サ

全壊と判定

空中写真等

ります。 

 

調査班の編

査結果の管

の集計方針の

認定業務の

管理 

ーターの役割

規模災害時に

ーダー」（※

の決定 

認 

決定した調査

域を調査対象

のみを調査す

ずれを選択した

すべての住家

の衝突の外力

サンプル調査

します（「運用

等を利用できる

編成 

管理フローの

の決定 

のマネジメン

割の例（和歌

に被災市町村

※住家被害認

査対象地域を

象とする場合（

する場合（「一

たのかを確認

家が木造・プレ

力被害がある

査（当該区域

用指針第２編

る場合、津波

の決定 

旧

ント 

歌山県）  

村からの要請

定士について

を確認します

（「全棟調査」

一部地域は全

認します。 

レハブの戸建

る場合であり、

の四隅に立地

１．第１次調査

波により流失し

旧 

請に基づき、

ては、p.190

す。 

）、一部の地

全棟＋申請建

の１～２階建

、かつ、１階天

地する住家の

査に基づく判

したことが確認

住家被害認

0参照）を派

地域は全棟調

建物」）、申請

であり、かつ

天井まで浸水

の調査）により

判定」参照）。 

認できた住家

定業務を円滑

派遣するもの

調査として、そ

請建物のみを

つ、津波、越流

水したことが一

り、当該区域

家について「全

滑に進めるた

としている。

れ以外の地域

調査する場合

流、堤防決壊等

一見して明ら

域内の当該住

全壊」と判定し

ために「住

。 

域は申請が

合（「申請建

等水流や泥

らかな区域に

住家すべてを

した事例があ



 

＊参考：タ

・平成 28 年

（１）住家

（２）調査

（３）現地

（４）撮影

され、

（５）これ

の各種

ができ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査箇所

（略） 

 

 

 

ブレット・

年熊本地震の

家の位置情報

査員の現在位

地では、同タ

影した写真は

自動的に整

れにより、被

種情報が繋が

きた。 

所・調査内容

アプリを活用

の際、タブレ

報に各被災者世

位置と調査箇所

ブレットにイ

は、同タブレッ

整理されるとと

被災した住家の

り、判定結果

容の確認と調査

調査

用した写真撮

レット・アプ

世帯の情報を

所を地図上で

インストール

ットにインス

ともに、クラ

の位置・被災

果の確認、被

査情報入力 

査結果を地図

新
撮影・管理

プリを活用し

を紐づけして調

で確認しつつ

ルされた写真

ストールされ

ラウド上に一

災者世帯・被

被災者への説

  タブレ

図上に表示 

新 
（熊本県西原

した写真撮影

調査箇所を特

現地に赴く。

撮影アプリを

た写真管理ア

元管理される

災住家の写真

明、罹災証明

レットのアプリ

原村） 

・管理を実施

特定し、タブ

 

を活用して被

アプリを活用

る。 

真・調査票・

明書の交付等

リによる撮影

施した。 

ブレット上の地

被災した住家の

用して調査箇所

罹災証明書

等について効率

影・管理 

地図に表示さ

の写真を撮影

所の住家毎に

（交付状況含

率的に対応す

 

3

させる。

影する。

に紐づけ

含む）等

すること

30

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧旧 



 

③調査写真

●調査員

●調査写

す。 

 調◇

要

（略） 

 

第４章

 

１．★調

（略） 

①調査員

（略） 

●調査は

入する

損傷程

に掲載

（略） 

 
 

３．★現

（略） 

①調査対象

（略） 

a）地図情

調査

◇ 調

◇ 区

や

一

内

 

b）聞き取

（略） 

 

 

 

真の管理 

が撮影・整

写真も調査票

調査日別・調

要です。 

章 被害認定

調査員の１

員の１日の流

は、内閣府「

ことにより

程度が写真や

載されていま

現地調査 

象の確認 

情報との照合

査対象を示した

調査対象が地

区域内のすべ

や泥流、瓦礫

一見して明ら

内の当該住家

取り調査 

理した調査写

と同様、判定

調査家屋別に

定調査の

日の流れの

れ 

災害に係る住

行います。「

イラストで示

す。 

合 

た地図と、調査

地図にない場

べての住家が

礫等の衝突等

らかな区域に

家すべてを全

写真のデータ

定根拠の説明

にフォルダを作

実施 

の確認 

住家の被害認

「災害に係る

示されていま

査を行う建物

場合等は、現況

が【木造・プレ

等の外力が作

ついては、サ

全壊と判定しま

新

タを、パソコ

明に使用しま

作成し、各フォ

認定基準運用

る住家の被害

ます。調査票

物の所在地情

況に合わせて

レハブ】の戸建

作用することに

サンプル調査

ます（運用指針

新 

コン等に保管

ますので、必

ォルダ毎に所

用指針（平成

害認定基準運

票や記入例、

情報を照合しま

て修正・記録

建の１～２階建

による一定以上

査（当該区域の

針第２編１．）

管します。 

必要な写真を

所定の写真を撮

成30年３月改

用指針 参考

「損傷程度

ます。 

を行います。

建てであり、か

上の損傷が発

の四隅に立地

。 

即座に取り

撮影した順番

改定）」に従

考資料（損傷

の例示」は

 

かつ、津波、

発生し、床上1

地する住家の

出せるように

番で保存してお

い、現地で調

傷程度の例示

、内閣府ホー

越流、堤防決

1.8ｍ以上浸水

の調査）により

3

に保管しま

おくことが重

調査票へ記

示）」には、

ームページ

決壊等水流

水したことが

り、当該区域

31

③調査写真

●調査員

●調査写

す。

◇

（略）

 

第４章

 

１．★調

（略）

①調査員

（略）

●調査は

入する

損傷程

に掲載

（略）

 
 

３．★現

（略）

①調査対象

（略）

a）地図

調査

◇

◇

 

b）聞き

（略）

 

 

 

真の管理 

員が撮影・整

写真も調査票

調査班・調査

し、該当する

章 被害認

調査員の１

員の１日の流

は、内閣府

ることにより

程度が写真や

載されていま

現地調査

象の確認 

図情報との照

査対象を示し

調査対象が

区域内のす

流、瓦礫等

ついては、サ

全壊と判定

き取り調査 

整理した調査

票と同様、判

査日ごとのフォ

る調査写真を

認定調査の

日の流れの

流れ 

「災害に係る

り行います。

やイラストで

ます。 

合 

した地図と、調

が地図にない場

すべての住家

の衝突の外力

サンプル調査

します（運用指

査写真のデー

判定根拠の説

ォルダを用意

を保存します。

の実施 

の確認 

る住家の被害

「災害に係る

で示されてい

調査を行う建物

場合等は、現

家が木造・プレ

力被害がある

査（当該区域

指針第２編１

旧

ータを、パソ

説明に使用し

意します。さら

 

害認定基準運

る住家の被害

います。調査

物の所在地情

現況に合わせ

レハブの戸建

る場合であり

域の四隅に立地

．）。 

旧 

ソコン等に保

しますので、

らにその中に調

運用指針（平成

害認定基準運

査票や記入例

情報を照合し

せて修正・記録

の１～２階建

、かつ、１階天

地する住家の

管します。 

必要な写真

調査物件ごと

成25年６月改

運用指針 参

、「損傷程度

します。 

録を行います

建であり、かつ

天井まで浸水

の調査）により

真を即座に取

とに調査番号

改定）」に従

参考資料（損

度の例示」は

す。 

つ、津波、越流

水したことが一

り、当該区域

り出せるよ

号を付したフォ

従い、現地で調

損傷程度の例

は、内閣府ホー

流、堤防決壊等

一見して明ら

域内の当該住

うに保管ま

ォルダを用意

調査票へ記

示）」には、

ームページ

等水流や泥

らかな区域に

住家すべてを
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新 旧 
 

＊参考：聞き取りを行う際の留意点の例 

・調査開始の文言をマニュアル等で定めておくと、現地調査に不慣れな調査員も開始しやすくなります。 

・聞き取り相手の住所、氏名、連絡先、調査建物との関係を確認します。 

・聞き取りにあたっては、聴取場所等に配慮するほか、居住者等が供述しようとしない場合は固執しないように

します。相手の健康状態等にも配慮し、聞き取り調査が不可能と判断される場合は無理しないようにしましょ

う。 

・一問一答方式として、順序よく確認しましょう。 

・相手の供述内容は、必ずその場で調査票に記載しましょう。相手からの信頼感にもつながります。 

 

 
 

（略） 

 
 

②写真の撮影 

●撮影手順に沿って写真撮影をします。 

◇ 写真データは、判定根拠となるものです。再調査依頼があった場合、依頼の内容を精査する際の根拠資料とも

なるため、非常に重要です。手ぶれ等に注意して撮影するほか、十分な枚数を撮影すると良いでしょう。 

◇ 写真データは、調査票とあわせて整理する必要があります。データ整理をしやすくするため、カメラの日時設定

は正確にしておき、写真に撮影日時の記録を残しておくとよいでしょう。また、最初に撮影する箇所と撮影の順

序をあらかじめ定めておくと整理がしやすくなります（調査票の調査番号部分から撮影するなど等）。このように

定められた撮影方法は、整理を円滑に行うためにも必ず守る必要があります。 

 

＜撮影方法の例＞ 

・ 被害が客観的に良くわかるように撮影します。近景・中景・遠景と３枚撮ると良いで

しょう。物差し等をあてると被害の大きさが良くわかります。 

・ 室外で撮影する場合、逆光による白飛び等や明るさ不足による潰れに注意してくださ

い。 

・ 室内で撮影する場合、明るさや手ぶれに注意してください。フラッシュをたいた場合

は光の反射に注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊参考：聞き取りを行う際の留意点の例 

 

・聞き取り相手の住所、氏名、連絡先、調査建物との関係を確認します。 

・聞き取りにあたっては、聴取場所等に配慮するほか、居住者等が供述しようとしない場合は固執しないよう

にします。相手の健康状態等にも配慮し、聞き取り調査が不可能と判断される場合は無理しないようにしま

しょう。 

・一問一答方式として、順序よく確認しましょう。 

・相手の供述内容は、必ずその場で調査票に記載しましょう。相手からの信頼感にもつながります。※調査開

始の文言をマニュアル等で定めておくと、現地調査に不慣れな調査員も開始しやすくなります。 

 「おはようございます。今から、被害認定調査をさせていただきます。」（被害認定調査概要の紙を渡す）・・

等 

（略） 

 

②写真の撮影 

●撮影手順に沿って写真撮影をします。 

◇ 写真データは、判定根拠となるものです。再調査依頼があった場合、依頼の内容を精査する際の根拠資料とも

なるため、非常に重要です。手ぶれ等に注意して撮影するほか、十分な枚数を撮影すると良いでしょう。 

◇ 写真データは、調査票とあわせて整理する必要があります。データ整理をしやすくするため、撮影の手順は必

ず守る必要があります。最初に撮影するものを定めておくと整理がしやすくなります（調査票の調査番号部分

等）。 

 

 

＜撮影方法の例＞ 

・ 被害が客観的に良くわかるように撮影します。近景と遠景と２枚撮ると良いでしょう。

物差し等をあてると被害の大きさが良くわかります。 

 

 

・ 室内で撮影する場合、明るさや手ぶれに注意してください。フラッシュをたいた場合

は光の反射に注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜写真撮影

※写真の枚

影の順序と留

枚数は最低限

撮影 

順序 

１枚目 

２～５

枚目 

６～９

枚目 

10枚目 

以降～ 

意事項の例

の数であり、

撮影 

項目 

調査票 

番号 

・デ

建物 

全景 

・調

景

上

・全

調

調

影

・ 液

す

 

傾斜角 

の撮影 

・ 建

定

・ 傾

結

被害 

箇所 

・第

外

い

・第

外

設

・い

見

分

【撮

・基

影

・指

効

（地震の場合

、これ以上の

データ整理の

開始する前に

るよう撮影し

調査した建物

景写真は可能

上）を撮影し

全景が撮影で

調査票に記載

調査対象とし

影してくださ

液状化、斜面

による場合を

と判定をした

することがわ

てください。

建物の傾斜角

定結果につい

傾斜角の測定

による測定の

アプリケーシ

結果を撮影し

第１次調査

外壁、屋根、

に、撮影を行

いて撮影を行

について撮影

第２次調査

外壁、屋根、

に立ち入って

設備について

いずれの場合

が分かるよう

見切り範囲を

分かるような

プ写真を撮影

撮影上の留意

基礎被害等は

影する等、後

ようにしてく

指さし確認も

を撮影してい

効です。 

新
合）＞ 

の撮影枚数に

備考 

のために重要

に忘れずに調

してください

物の確認に利

能な限り周囲

してください

できない場合

載した道路と

した範囲等が

さい。 
面崩壊、亀裂

を含め、「一

た場合は、そ

わかる写真を

 

角について、

いて撮影して

定については

のほか、スマ

ション等を利

します。 

（木造・プレ

基礎のそれ

行います。ま

行った後、個

影してくださ

（木造・プレ

基礎を撮影

て内壁、天井

て撮影を行い

合も、被害箇

うに、まず被

を撮影した後

な被害箇所の

影します。 

意点】 

は適宜メジャ

後で被害程度

ください。 
も後で写真を

いるのかを理

新 

になってもも

要です。調査

調査番号が読

い。 

利用します。

囲４面（４枚

い。 

合、できるだ

と建物の関係

がわかるよう

裂等の地盤被

一見して全壊

その要件に合

を適切に撮影

建物４隅の

てください。 

は、下げ振り

マートフォン

利用した測定

ハブ）の場合

れぞれの部位

まず、全体に

個別の被害箇

い。 

ハブ）の場合

影した後、内

井、床、建具

います。 

箇所の面積割

被害箇所も含

後、被害程度

のクローズア

ャーをあてて

度が確認でき

を見たときに何

理解する上で有

もちろん構い

写

査を

読め

全

枚以

だけ

係や

撮

被害

壊」

合致

影し

測

等

ンの

定の

合、

位毎

につ

箇所

合、

内部

具、

割合

含む

度が

ッ

て撮

る

何

有

 

 

いません。 

写真のイメー

 

 

 

 

 

ージ 
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＜写真撮影

 

 

 

 

 

 

 

 

影の順序の例

撮影 

順序 

１枚目 

２枚目 

３枚目 

以降～ 

例（地震の場

撮影 

項目 

調査票

番号 

・

建物 

全景 

・

・

被害 

箇所 

・

・

場合）＞ 

データ整理

開始する前

るよう撮影

査した建物

が撮影でき

票に記載し

対象とした

てください

せん。 
 「一見全壊

判断根拠と

うことを念頭

 

被害箇所に

基礎被害等

影する等、

ようにして

指さし確認

を撮影してい

効です。 

旧

備考 

のために重要

に忘れずに調

してください

の確認に利用

ない場合、で

た道路と建物

範囲等がわか

。複数枚とな

」判定をした

して示すこと

頭に撮影して

ついて撮影し

は適宜メジャ

後で被害程度

ください。 
も後で写真を

いるのかを理

旧 

要です。調査

調査番号が読

い。 

用します。全

できるだけ調

物の関係や調

かるよう撮影

なっても構い

た場合は、そ

とができると

てください。

してください

ャーをあてて

度が確認でき

を見たときに

理解する上で

査を

読め

全景

調査

調査

影し

いま

その

とい

 

い。

て撮

きる

何

で有
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ージ 

 

 

 

 



 

＜写真撮影

※写真の枚

影の順序と留

枚数は最低限

撮影 

順序 

１枚目 

２枚目 

６・７ 

枚目 

浸

８～11

枚目 

傾

12枚目

以降～ 

意事項の例

の数であり、

撮影 

項目 

調査票

番号 

・デ

開

め

建物 

全景 

・調

景

上

・全

調

や

も

・ 地

て

件

切

浸水深

の撮影 

・浸

か

い

留

・ メ

が

す

・ 第

い

分

・ 屋

傾斜角 

の撮影 

・ 第

い

影

・ 傾

に

ア

の

被害 

箇所 

・第

は

内

具

・い

が

見

分

【撮

（水害の場合

、これ以上の

データ整理の

開始する前に

めるよう撮影

調査した建物

景写真は可能

上）を撮影し

全景が撮影で

調査票に記載

や調査対象と

う撮影してく

も構いません

地盤被害によ

て全壊」と判

件に合致する

切に撮影して

浸水深がわか

かったかを居

し、メジャー

い。メジャー

留意してくだ

メジャー全体

が読み取れ

す。 

第１次調査の

とによる一定

いると判断し

分かる写真も

屋 

第２次調査の

いて、建物４

影してくださ

傾斜角の測定

による測定の

アプリケーシ

の結果を撮影

第２次調査

は、外壁、屋

内部に立ち入

具、設備につ

いずれの場合

が分かるよう

見切り範囲を

分かるような

ップ写真を撮

撮影上の留意

新
合）＞ 

の撮影枚数に

備考 

のために重要

に忘れずに調

影してくださ

物の確認に利

能な限り周囲

してください

できない場合

載した道路と

とした範囲等

ください。複数

ん。 
よる場合を含

判定をした場

ることがわか

てください。

かるよう、ど

居住者や調査

ーをあてて撮影

ーは垂直にな

ださい。 
体を写した遠

る近景の2枚

の場合、外力

定以上の損傷

した場合には

も別途撮影し

の場合、建物

４隅の測定結果

さい。 

定については

のほか、スマー

ション等を利

影します。 

（木造・プレ

屋根、基礎を

入って内壁、

ついて撮影を

合も、被害箇所

うに、まず被害

を撮影した後

な被害箇所の

撮影 

意点】 

新 

になってもも

要です。調査を

調査番号が読

い。 

利用します。全

囲４面（４枚以

い。 

合、できるだけ

と建物の関係

等がわかるよ

数枚となって

含め、「一見し

合は、その要

かる写真を適

 

こまで水に浸

査員が指し示

影してくださ

っているよう

遠景と目盛り

枚を撮影しま

が作用するこ

傷が発生して

は、その内容が

してください。

の傾斜角につ

果について撮

は、下げ振り等

ートフォンの

利用した測定

ハブ）の場合

撮影した後、

天井、床、建

行います。 

所の面積割合

害箇所も含む

後、被害程度が

のクローズア

もちろん構い

写

を

読

全

以

け

係

よ

て

し

要

適

浸

示

さ

う

り

ま

こ

て

が

 

つ

撮

等

の

定

合

、

建

合

む

が

ア

いません。 

写真のイメー
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＜写真撮影

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影の順序の例

撮影 

順序 

１枚目

２枚目

３・４

枚目 

５枚目

以降～

例（水害の場

撮影 

項目 

調査票

番号 

・

建物 

全景 

・

・

浸水深 ・

・

・

被害 

箇所 

・

場合）＞ 

データ整理の

開始する前

めるよう撮影

査した建物の

が撮影できな

票に記載し

査対象とし

影してくだ

いません。

 「一見全壊」

判断根拠と

いうことを念

浸水深がわか

かったかを

し、メジャー

い。メジャー

留意してくだ

 メジャー全

が読み取れ

す。 

 屋内の撮影の

りでメジャー

れ」等に注意

水に浸かるだ

物理的被害

影してくだ

旧

備考 

のために重要

に忘れずに調

影してくださ

の確認に利用

ない場合、で

た道路と建物

た範囲等が

さい。複数枚

」判定をした

して示すこ

念頭に撮影し

かるよう、ど

居住者や調査

ーをあてて撮

ーは垂直にな

ださい。 
体を写した遠

れる近景の2枚

の際は、「フ

ーが確認でき

意してくださ

だけでなく、

があった場合

さい。 

旧 

要です。調査

調査番号が読

さい。 

用します。全景

できるだけ調査

物の関係や調

わかるよう撮

枚となっても構

た場合は、そ

とができる

してください

どこまで水に浸

査員が指し示

撮影してくだ

なっているよ

遠景と目盛

枚を撮影し

フラッシュの光

きない」「手ぶ

さい。 

土砂等によ

合は写真を撮

写

を

読

景

査

調

撮

構

の

と

。 

浸

示

さ

う

り

ま

光

ぶ

る

撮
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・基

撮

よ

・指

何

で

基礎被害等は

撮影する等、

ようにしてく

指さし確認も

何を撮影して

で有効です。

新
は適宜メジャ

後で被害程度

ください。 

も後で写真を

ているのかを

 

新 
ャーをあてて

度が確認でき

を見たときに

を理解する上

て

き

に

上
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＜写真撮影

※写真の枚

 

影の順序と留

枚数は最低限

撮影 

順序 

１枚目 

２～５

枚目 

６～９

枚目 

10枚目 

11枚目 

以降～ 

意事項の例

の数であり、

撮影 

項目 

調査票 

番号 

・デ

建物 

全景 

・調

景

上

・全

調

調

影

・ 

傾斜角 

の撮影 

・ 建

定

・ 傾

結

屋根等

の損傷

の撮影 

・ 傾

落

浸

壁

被害 

箇所 

・木

基

撮

・い

見

分

【撮

・基

影

・指

効

（風害の場合

、これ以上の

データ整理の

開始する前に

るよう撮影し

調査した建物

景写真は可能

上）を撮影し

全景が撮影で

調査票に記載

調査対象とし

影してくださ

「一見して全

その要件に合

を適切に撮影

建物の傾斜角

定結果につい

傾斜角の測定

による測定の

アプリケーシ

結果を撮影し

傾斜角が1/6

落、破損等の

浸水のおそれ

め、木造・プ

壁、建具の写

木造・プレハ

基礎を撮影し

内壁、天井、

撮影を行いま

いずれの場合

が分かるよう

見切り範囲を

分かるような

プ写真を撮影

撮影上の留意

基礎被害等は

影する等、後

ようにしてく

指さし確認も

を撮影してい

効です。 

新
合）＞ 

の撮影枚数に

備考 

のために重要

に忘れずに調

してください

物の確認に利

能な限り周囲

してください

できない場合

載した道路と

した範囲等が

さい。 
全壊」と判定

合致すること

影してくださ

角について、

いて撮影して

定については

のほか、スマ

ション等を利

します。 

60未満の場合

の損傷が生じ

れがあるかの

プレハブの場

写真を撮影し

ハブの場合、

した後、内部

床、建具、

ます。 

合も、被害箇

うに、まず被

を撮影した後

な被害箇所の

影します。 

意点】 

は適宜メジャ

後で被害程度

ください。 
も後で写真を

いるのかを理

新 

になってもも

要です。調査

調査番号が読

い。 

利用します。

囲４面（４枚

い。 

合、できるだ

と建物の関係

がわかるよう

をした場合は

とがわかる写

い。 

建物４隅の

てください。 

は、下げ振り

マートフォン

利用した測定

合、屋根等に

じて住家内へ

の確認を行う

場合、屋根、

します。 

外壁、屋根

部に立ち入っ

設備につい

箇所の面積割

被害箇所も含

後、被害程度

のクローズア

ャーをあてて

度が確認でき

を見たときに何

理解する上で有

もちろん構い

写

査を

読め

全

枚以

だけ

係や

撮

は、

写真

測

等

ンの

定の

 

に脱

への

た

外

根、

て

いて

割合

含む

度が

ッ

て撮

る

何

有

 

 

  

 

いません。 
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旧旧 



 

③調査の実

（略） 

●被害認定

らの内容

◇ 応

断

に

て

◇ ま

決

え

◇ 具

つ

査

◇ さ

斜

家

体

物

の

◇ こ

参

（略） 

＊参考：タ

出典：平成

4421

（略） 

実施、調査票

定調査に先立

容を活用しま

応急危険度判

断することを

にあたり、傾斜

ている場合に

また、調査対

決定等、被害

えられます。 

具体的には、

ついて検討し

査表や判定実

さらに、応急

斜」に該当す

家（木造）、「建

体の傾斜が1

物全体」が崩

の被害認定を

このほか、調

参考にするこ

ブレット端

（略） 

 

成25年台風第

1.html  

への結果の記

立ち、被災建

ます。 

判定、被災宅

目的とした被

斜度等の調査

には、調査の

対象とする地域

害認定調査の

、平常時より地

し、必要に応じ

実施区域図等

急危険度判定

することにより「

建築物全体又

1/30超」と判定

崩壊・落階又は

を行うことも可

調査する被災住

ことができる場

末を活用した

（調査に用い

18号 災害の

記入 

建築物応急危

宅地危険度判

被害認定業務

査内容におい

目的等が異な

域の設定、現

の方針を決め

地方公共団体

じて、応急危

等）を入手し、

定において「建

「一見して危険

又は一部の傾

定された住家

は著しい傾斜

可能です。 

住家に応急危

場合もあるため

た調査の事例

いたタブレッ

の記録（福知

新

危険度判定

判定及び被災

務とはその目的

いて共通する

なることを踏ま

現地調査を行

る際に、応急

体の被害認定

危険度判定部

これらを活用

建築物全体又

険」と判定され

傾斜が1/30超

家（鉄筋及び鉄

斜をしているこ

危険度判定の

め、その判定結

例（京都府福

ットの例） 

知山市）、ht

新 

（応急危険度

災度区分判定

的、判定基準

部分もあるこ

まえた上でその

行う又は行わな

急危険度判定

定部局は、応

局が有する応

用して被害認

又は一部の崩

れた住家や、

超」と判定され

鉄骨鉄筋コン

ことが確認でき

のステッカー

結果及びコメ

福知山市） 

ttp://www.c

度判定）等が

定は、災害によ

準を異にするも

ことから、被害

の内容を活用

ない地域の設

定の判定実施

応急危険度判

応急危険度判

認定調査を実施

崩壊・落階」や

「建築物の１

れた住家（鉄骨

ンクリート造）の

きる場合には

が貼付されて

メントを確認す

（タブレッ

city.fukuch

が実施されて

よる個々の住

ものですが、

認定調査に先

用することも考

設定、現地調

計画や判定結

判定部局と非常

判定の判定実

施することが考

や「建築物全

１階の傾斜が

骨造）及び「不

のうち、調査表

は、この判定結

ている場合に

することとします

ットの操作画

iyama.kyoto

いる場合は、

住家の「被害の

住家の被害

先立ちこれら

考えられます。

調査を行う地域

結果を活用す

常時の情報共

実施計画や判

考えられます

体又は一部

1/20超」と判

不同沈下によ

表のコメント欄

結果を参考に

には、被害認定

す。 

 
画面例） 

o.jp/life/e

3

、適宜それ

の程度」を判

害を調査する

らが実施され

。 

域の順番の

することが考

共有体制に

判定結果（調

す。 

の著しい傾

判定された住

よる建築物全

欄等で「建築

にして「全壊」

定の判定の

entries/00

37

③調査の実

（略）

●被害認

 

◇

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇

（略）

＊参考：タ

出典：平成

003

（略）

実施、調査票

認定調査に先

応急危険度

被害認定業

調査内容に

を踏まえた上

また、調査す

にすることが

タブレット端

（略）

成25年台風第

3859.html 

票への結果の

先立ち応急危

度判定及び被

業務とはその

において共通

上でその内容

する被災住家

ができる場合も

端末を活用し

 

（調査に用

第18号 災害の

の記入 

危険度判定等

被災度区分判

目的、判定基

する部分もあ

容を活用する

家に応急危険

もあるため、そ

した調査の事

用いたタブレ

の記録（福知

旧

が実施されて

判定は、災害に

基準を異にす

あることから、被

ことも考えられ

険度判定のステ

その判定結果

事例（京都府

ットの例） 

知山市）、ht

旧 

ている場合は

による個々の

するものですが

被害認定調査

れます。 

テッカーが貼

果及びコメント

府福知山市）

 

ttp://www.c

は、適宜それ

住家の「被害

が、住家の被

査に先立ちこ

貼付されている

トを確認するこ

 

（タブレッ

city.fukuch

れらの内容を

害の程度」を判

被害を調査す

これらが実施

る場合には、

こととします。

ットの操作画

hiyama.kyot

を活用します

判断することを

するにあたり、傾

されている場

被害認定の判

 

 
画面例） 

o.jp/topics

す。 

を目的とした

傾斜度等の

場合に、相違

判定の参考

s/entries/



 

＊参考：ス

（略） 

 

⑤調査に伴

（略） 

＊参考：想

（略） 

Ｑ．被災建

Ａ．被災建

定士

「要注

 

Ｑ．被災宅

Ａ．被災宅

（宅地

「要注

の注意

 

Ｑ．被災建

Ａ．被災建

ありま

例えば

度判定

 

Ｑ．被災宅

Ａ．宅地そ

傷又は

 

 

スマートフォ

・ スマート

定するこ

・ スマート

する。 

・ 測定は、

計測した

1,200mmの

（水平距

・ 算出した

を、その

 

伴う住民対応

想定問答集 

建築物応急危

建築物応急危

（行政職員又

注意（黄）」

宅地危険度判

宅地危険度判

地防災の経験

注意宅地（黄

意喚起や、行

建築物応急危

建築物応急危

ません。 

ば、住宅その

定では「危険

宅地危険度判

そのものの被

は機能損失に

ンのアプリ等

フォン等に傾

とも可能であ

フォン等を建

下げ振りの場

た斜度をもと

の場合の水平

距離＝1,200mm

た結果から、

柱の傾斜値と

の実施 

危険度判定と

危険度判定は

又は民間の建

、「調査済

判定とは違う

判定は、余震

験を有する行

黄）」、「調

行政や所有者

危険度判定で

危険度判定で

のものに被害

険」と判断さ

判定で「危険

被害は、住宅

については、

等による傾斜

傾斜を測定で

ある。 

建物の壁（又

場合と同様に

とにしてそれ

平距離を算出す

m×斜度（％）

軸の傾き）（x 2

として、調査

とは違う調査

は、余震等に

建築士等）が、

済（青）」の

う調査なので

震等による二

行政職員等）

調査済宅地（

者等に応急対

で「危険」と

で、「危険」

害はないが、

されることが

険宅地」と判断

宅の被害認定

住宅の被害

新
斜の測定 

できるアプリ

又は柱）に密着

に各隅につい

れぞれの方向

する。 

）） 

軸の傾き＋（y2

査票に記入す

 

査なのですか

による二次災

、一定の基準

のステッカー

ですか。 

次災害の防止

が、一定の

青）」のステ

対策や修繕の

と判断された

と判断されれ

隣の家や擁壁

がありますが

断された宅地

定には反映され

害認定に反映

新 

を導入し、傾

着させ、斜度

て２方向を計

向に対して垂

２き）により求

る。 

か。 

害の防止のた

準に基づき、

ーを貼付する

止のため、被

の基準に基づ

テッカーを貼

の必要性等を

た住宅は、被

れば、被害認

壁が倒れてき

が、被害認定

地にある住宅

れませんが、

映されます。

傾斜を測

度を測定

計測し、

垂直長さ

求めた値

ため、被災し

当面の使用

ものです。 

被災した宅地

づき、危険度

貼付するもの

認識しても

被害認定でも

認定でも必ず

きそうで危険

では、「半壊

宅は、被害認

、地盤の被害

 

した建物につ

の可否を判

地について被

を判定し、

のです。地域

らうことを

「全壊」にな

ず「全壊」と

険な住宅は、

壊に至らない

認定では「全

害の影響によ

ついて、応急

断し、「危険

被災宅地危険

「危険宅地

域住民に周辺

目的としてい

なるのですか

と認定される

被災建築物

い」となりま

全壊」になるの

よる住宅の基

3

急危険度判

険（赤）」、

険度判定士

（赤）」、

辺の通行時

います。 

か。 

るわけでは

物応急危険

ます。 

のですか。

基礎等の損
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⑤調査に伴

（略）

＊参考：想

（略）

Ｑ．応急

Ａ．応急

政職

注意

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．応急

Ａ．応急

ん。

えば

「危

 

 

 

 

 

 

伴う住民対応

想定問答集

 

急危険度判定

急危険度判定

職員又は民間

意（黄）」、

急危険度判定

急危険度判定

 

ば、住宅その

危険」と判断

応の実施 

定とは違う調査

定は、余震等

の建築士等）

「調査済（青

定で「危険」

定で、「危険

ものに被害は

されることが

査なのですか

による二次災

）が、一定の

青）」のステ

と判断された

険」と判断され

はないが、隣

がありますが

旧

か。 

災害の防止の

の基準に基づ

テッカーを貼

た住宅は、被

れれば、被害

隣の家や擁壁

が、被害認定

旧 

のため、被災

づき、当面の

貼付するもの

被害認定でも

害認定でも必

壁が倒れてき

定では、「半

災した建物に

の使用の可否

のです。 

も「全壊」に

必ず「全壊」

きそうで危険

半壊に至らな

について、応

否を判断し、

になるのです

と認定され

険な住宅は、

ない」となり

応急危険度判

「危険（赤）

すか。 

れるわけでは

応急危険度

ます。 

判定士（行

）」、「要

はありませ

度判定では



 

Ｑ．地震保

Ａ．地震保

た建物

一方、

合によ

 

（被害認定

Ｑ．水害の

Ａ．木造・

場合に

等の外

なりま

第１次

①外観

にも立

 

Ｑ．風害の

（略） 

 

Ｑ．地震の

（略） 

 
  
 

５．★調

（略） 

①写真デー

●デジタル

 デ◇

 写◇

す

し

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

保険の調査と

保険の調査は

物の主要構造

被害認定調

より、住家被

定調査の調査

の被害認定調

・プレハブの

には第２次調

外力が作用す

ます。 

次調査は、住

観の損傷状況

立ち入り、④

の被害認定調

の被害認定調

調査結果の整

ータの管理 

ルカメラの写

デジタルカメラ

写真データは

す。そのため

しておくことが

と何が違うの

は、地震・噴

造部の損害を

調査は、各種

被害の程度を

査・判定方法

調査はどのよ

の戸建て１～

調査の１段階

することによ

住宅の敷地内

況の把握、②

④外壁、基礎

調査は、どの

調査は、どの

整理  

写真データを

ラの型式が違

は罹災証明書

め、調査日別・

が重要です。 

のですか。 

噴火又はこれ

を確認し、損

種支援策の適

を認定するた

法について）

ような方法で

～２階建ての

階のみで実施

よる一定以上

内に立ち入り

②住家の傾斜

礎、内壁、天

のような方法

のような方法

をパソコンに

違うと、個別に

書交付時等に

・調査家屋別

新

れらによる津

損害の程度に

用の可否を判

ために行いま

 

で実施される

の場合には、第

施します。な

上の損傷が発

、①外観の

斜の計測、③浸

天井、床、柱

法で実施され

法で実施され

に入力し、管

にケーブルや

に参照する場

別にフォルダを

新 

波を原因とす

に応じた地震

判断するため

す。 

るのですか。

第１次調査

なお、津波、越

発生している

損傷状況、②

浸水深の確認

柱、建具、設備

れるのですか

れるのですか

管理します。

ソフトが必要

場合があるの

を作成し、各

する火災・損

震保険金を支

め、住家の主

 

・第２次調査

越流、堤防決

場合と、そう

②浸水深の把

認に加え、被

備等の損傷の

か。 

か。 

 

となるので、注

ので、すぐに取

フォルダ毎に

損壊・埋没・

払うために行

主要な構成要

査の２段階で

決壊等水流や

うでない場合

把握を行いま

被災者の立会

の把握を行い

注意が必要で

取り出せるよう

に所定の写真

・流失によっ

行います。

要素の経済的

で実施し、そ

や泥流、瓦礫

合とで判定の

ます。第２次

会いのもと、

います。 

です。 

う管理する必

真を撮影した順

3

って被災し

的被害の割

それ以外の

礫等の衝突

の方法が異

次調査は、

住宅内部

必要がありま

順番で保存
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Ｑ．保険

Ａ．住宅

いま

一方

割合

 

（被害認

Ｑ．水害

Ａ．木造

の外

の１

第１

行い

者の

把握

 

Ｑ．風害

（略）

 

Ｑ．地震

（略）

 
  
 

５．★調

（略）

①写真デー

● デジタ

◇

◇

 

（略）

 

 

 

 

 

 

 

険会社の調査

宅総合保険等

ます。 

方、被害認定

合により被害

認定調査の調

害の被害認定

造・プレハブ

外力被害があ

段階のみで

次調査は、

います。第２

の立会いのも

握を行います

害の被害認定

 

震の被害認定

 

調査結果の

ータの管理

タルカメラの

デジタルカメ

写真データ

す。 

査と何が違う

等に加入して

調査は、各種

の程度を認定

査・判定方法

定調査はどん

ブの戸建て１

る場合には

で実施します。

住宅の敷地内

次調査は、①

と、住宅内部

。 

定調査は、ど

定調査は、ど

の整理  

の写真データを

メラの型式が

タは罹災証明

のですか。

いる住宅が被

種支援策の適

定する調査で

法について）

な方法で実施

～２階建て

、第１次調査

。 

内に立ち入

①外観の損傷

部にも立ち入

んな方法で実

んな方法で実

をパソコンに

違うと、個別

明書交付時等

旧

被災した場合

適用の判断基

です。 

） 

施されるので

であり、かつ

査・第２次調

り、①外観の

傷状況の把握

入り、④外壁

実施されるの

実施されるの

に入力し、管

にケーブルや

等に参照する場

旧 

合、保険金の

基準とするた

ですか。 

つ、津波、越

調査の２段階

の損傷状況、

握、②住家の

壁、基礎、内

のですか。 

のですか。 

管理します。 

やソフトが必要

場合があるの

の算定のため

ため、住家の

越流、堤防決

階で実施し、

②浸水深の

の傾斜の計測

内壁、天井、

要となるので、

ので、すぐに取

め、鑑定人が

の主要な構成

決壊等水流や

それ以外の

の把握（最も

測、③浸水深

床、柱、建

、注意が必要

取り出せるよ

が被害額の査

成要素の経済

や泥流、瓦礫

の場合には第

も浅い部分で

深の確認に加

建具、設備等

要です。 

う管理する必

査定等を行

済的被害の

礫等の衝突

第２次調査

で測定）を

加え、被災

等の損傷の

必要がありま



 

第５章

 

１．交付

（略） 

 

⑤★罹災証

（略） 

a）罹災証

（略） 

 ◇

し

す

○

十

（略） 

 
 

３．★罹

（略） 

②支援施策

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

章 罹災証

付体制の整備

証明書等の様

証明書 

「被害の程度

してください。

することもでき

○％」のように

十分に調整す

罹災証明書交

策等の広報 

明書の交

備 

式 

度」欄には、少

さらに、地方

きます（『第２

に詳細に記載

することが重要

交付の広報

付と第２次

少なくとも国の

方公共団体の

２章１．④  c

載しようとする

要です。 

報 

新

次調査・再

 

被災者支援施

の独自支援策

c）被害区分』

と、調査員の

新 

再調査の実

施策で用いら

策等において必

』（p52）参照

の負担が大き

実施 

られる区分（「

必要とされる

）。ただし、「

くなるため、独

「全壊」「大規

場合には、そ

「床上○○cm

独自支援策の

規模半壊」「半壊

それら以外の

m浸水」や「損

の検討段階で

4

壊」）を記載

区分を記載

損壊割合○

であらかじめ
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第５章

 

１．交付

（略）

 

⑤★罹災証

（略）

a）罹災

（略）

◇

 

（略）

 
 

３．★罹

（略）

②支援施策

（略）

＊参考：広

章 罹災証

付体制の整

証明書等の様

災証明書 

「被害の程度

載してくださ

記載すること

調査員の負

罹災証明書

策等の広報

広報紙による

広報紙に以

こうほう佐

証明書の交

整備 

様式 

度」欄には、少

さい。さらに、

ともできます。

負担が大きくな

書交付の広報

る広報（千葉

以下の記事を

佐倉（平成23

交付と第２

少なくとも国の

地方公共団

。ただし、「床

なるため、独自

報 

葉県佐倉市）

を掲載し、罹

3年４月１日

旧

２次調査・再

の被災者支援

体の独自支援

床上○○cm浸

自支援策の検

 

罹災証明書の

） 

旧 

再調査の実

 

援施策で用い

援策等におい

浸水」や「損壊

検討段階であ

の発行につい

実施 

いられる区分

いて必要とさ

壊割合○○％

あらかじめ十分

て広報した。

 

分（「全壊」「大

される場合には

％」のように詳

分に調整する

。 

規模半壊」「

は、それら以

細に記載しよ

ことが重要で

半壊」）を記

以外の区分を

ようとすると、

です。 
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被災者台帳

被災者台

 

（この項目

○被災者台

 

○被災者台

●被災者台

 被◇

 作◇

が

の

 被◇

る

時

 特◇

状

ル

 内◇

に

別

 な◇

交

 

＜被災者

http:

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

章 被災者台

帳の作成・

台帳を作成・

目で検討する

台帳の作成・

台帳の作成・

台帳を作成し

被災者台帳は

作成に当たっ

が望ましいとこ

の活用、紙媒

被災者台帳に

る情報を提供

時に被災者台

特に、被害認

状況について

ルを定めてお

内閣府（防災

に関する留意

別添２におい

なお、被災者

交付台帳の作

者台帳（内閣府

://www.bous

台帳の作

利用 
利用します。

る事項） 

・利用 

利用 

します。 

は、災害発生

っては、市町村

ことろです。そ

媒体による管理

に係る関係部

供する部署、被

台帳を迅速に

認定担当部署

て、①どのよう

おくことがより適

災担当）では、

意事項につい

いてチェックリス

者台帳を作成

作成）。 

府ホームペー

ai.go.jp/taisa

成・利用 

。 

生時に市町村

村の規模、被

そのため、法

理等、どのよう

部署は、被災者

被災者台帳を

に作成するた

署（及び罹災証

うに取りまとめ

適切と考えら

Excel及びA

いて、「被災者

スト形式で記

成する場合、罹

ージ）＞ 

aku/hisaisyag

新

村が「被災者の

被害の状況等

法及び規則に規

うな形式で作

者台帳の主担

を利用して被

めには、平時

証明書交付部

めて、②どのよ

れます。 

Accessによる「

者台帳の作成

記述しています

罹災証明書交

gyousei/daic

新 

の援護を実施

等を踏まえ、そ

規定する情報

作成しても差し

担当部署のほ

被災者の援護

時から各部署

部署）と被災者

ように関係部

「簡易なファイ

成等に関する

す。いずれも以

交付台帳を作

hou.html 

施するための基

その必要に応

報が記載・記録

し支えありませ

ほか、その作成

護を行う部署な

が連携して準

者台帳の主担

部署に周知し情

イル」を提供し

る実務指針」（

以下のURLか

作成する必要

基礎」として作

応じ、適切な手

録されている

せん。 

成に際し被災

など多岐にわ

準備する必要

担当部署が異

情報を共有す

しています。ま

（平成29年３月

から確認できま

要はありません

作成できるもの

手段により作成

るものであれば

災者台帳に記

わたることから

要があります。

異なる場合に

するのか、平

また、被災者台

月 内閣府（防

ます。 

ん（第５章２．罹

4

のです。 

成されること

ば、システム

記載・記録す

ら、災害発生

には、被害の

平時からルー

台帳の作成

防災担当））

罹災証明書
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第６章

 

被災者台

被災者台

 

（この項

○被災者

 

○被災者台

●被災者台

◇

◇

◇

 

 

 

 

 

 

 

 

◇

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

章 被災者

台帳の作成

台帳を作成・

項目で検討す

者台帳の作成

台帳の作成・

台帳を作成・

被災者台帳

ある市町村

なお、「当該

生、住家被害

被災者台帳

被災者台帳

台帳の作成

者台帳の作

・活用 
・活用します

する事項） 

成・活用 

・活用 

・活用します

帳については

の職員）が作

該市町村の地

害の発生等、

帳を作成・活用

帳を作成する場

成）。 

作成・活用

す。 

す。 

、法第90条の

作成することと

地域に係る災害

、何らかの人

用することによ

場合、罹災証

旧

 

の３第１項にお

されています

害が発生した

的・物的被害

より、様々な被

証明書交付台

旧 

おいて、被災

す。 

た場合」に該当

害の発生等を

被災者支援策

台帳を作成す

災地を所管す

当するか否か

踏まえ、市町

策を、迅速かつ

する必要はあ

る市町村の長

かについては

町村長が判断

つ的確に行う

ありません（第

長（及びその補

、災害による

断することとなり

ことが期待さ

５章２．罹災証

補助機関で

死傷者の発

ります 

されます。 

証明書交付



 

＜被災者

○ 的

 

 

 

○ 迅

 

○ 被

 

○ 関

 

 

 

 

 

●被災者台

 被◇

 被◇

業

 台◇

に

り

て

 こ◇

繋

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者台帳作成に

的確な援護実

援護の必要

被災者台帳

例えば、

災者に係

迅速な援護実

被災者に係

能 

被災者の負担

被災者が市

関係部署の負

災者に係

ることに

台帳を利用し

被災者台帳を

被災者台帳を

業務）につい

台帳情報を利

に、迅速な被

り、これに係る

ておくことが適

このほかにも

繋がる事務等

よる効果＞ 

実施（援護の

要がある被災

帳の記載・記

「他の援護策

る援護状況に

実施 

係る情報を被

担軽減 

市町村の担当

負担軽減（関

る情報を収集

より、情報収

します。 

を利用するこ

を活用するこ

いて、罹災証明

利用した罹災

被災者の援護

る申請に際し

適切です。 

、台帳情報を

等について、平

の漏れ、二重

災者の状況を

記録事項を確

策の対象者は

に係る事実確

被災者台帳に

当部署ごとに

関係情報共有

集した部署が

収集等事務の

とにより、様々

とで、従来申

明書の添付を

災証明書の添

護の実施に寄与

し、罹災証明書

を利用すること

平時より検討

新

重支給等の防

を的確に把握

確認すること

は対象外」と

確認が容易 

に集約して記

に同様の申請

有による重複

が、その情報

の重複を防止

々な被災者支

申請に当たって

を不要とする運

付を不要とす

与するものと考

書の添付が不

とにより、迅速

討を進め、関係

新 

防止） 

握することに

とにより、二

とする要件が

記載・記録す

請等を行わず

複の排除） 

報を被災者台

止することが

支援策を、迅速

て罹災証明書

運用も可能と

する運用は、被

考えられるこ

不要となる施策

速な被災者の

係部署と調整

により、援護

二重支給の防

がある援護策

することによ

ずに済ませる

台帳に記載・

が可能本 

速かつ的確に

書の添付を必

なります。 

被災者と関係

とから、当該

策等について

の支援の実施

整を図ることが

護の漏れの防

防止が可能 

策の場合など

より、迅速な

る運用が可能

記録し、関

に行うことが期

必要としていた

係部署の双方

市町村が被災

ては、あらかじ

施や被災者や

望ましいところ

防止が可能 

どにおいて、

被災者の援護

能 

係部署間で共

期待されます。

た支援施策（当

方の負担を軽減

災者の援護を

じめ住民への

関係団体の負

ろです。 

4

当該被

護が可

共有す

。 

当該市町村

減するととも

を行うにあた

の周知も行っ

負担軽減に
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＜被災者

○





○





○



○







 

＜被災者

被災者台

村業務）に

 

 

 

者台帳の導入

関係部署に

 各部署で

時間・コ

 罹災の状

る 

援護の漏れ

 援護の資

 二重支給

件に合致

迅速な対応

 援護を実

速な対応

被災者の負

 被災者が

 他の地方

 本人同意

関係事業

者台帳の整備

台帳を活用す

について、罹

入のメリット

よる情報共有

で同様の情報

コスト等の軽

状況等、市町

れ、二重支給等

資格を有する

給や他の援護

致するかどう

応 

実施する部署

応が可能 

担軽減、的確

が複数の援護

方公共団体と

意等の手続き

業者に提供可

備による被災

することで、

罹災証明書の

ト＞ 

有による重複

報を収集する

軽減 

町村内の他の

等の防止 

る（対象者で

護を受けてい

うかを把握可

署において、

確な援護実施

護担当部署で

との情報共有

きを経ること

可能となり、

災者支援の迅

従来、申請

の添付を不要

旧

複の排除 

るための手間

の部署が有し

である）被災

いた場合、援

可能 

必要な情報

施 

で何度も同様

有により、市

により、公

被災者から

迅速化の例＞

請に当たって

要とする運用

旧 

間を排除（い

している情報

災者の状況を

援護対象から

報を有するこ

様の申請を行

市町村が総合

公共料金等の

の申請等手続

＞ 

て罹災証明書

用も可能とな

ずれかの部署

を何度も被災

的確に把握し

外れるよう

ととなるた

わずに済む 

的な対策・助

減免に必要

続き軽減が期

書の添付を必

ります。 

署で収集し、

災者に申請

し、漏れを防

な要件があ

め、被災者の

助言を実施可

な情報につい

期待される。

必要としてい

、共有する）

させる必要が

防止 

るものについ

の援護につい

可能となる

いても、市町

 

た支援施策

）による

がなくな

いて、要

いて、迅

町村から

（当該市町



 

＜台帳情

利用イメ

添付書類

市町村の

添付書類

市町村以

被災状況

れ防止 

二重支給

被害状況

の共有 

要配慮者

＜参考＞

「被災者

http://w

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報の利用イ

メージ 

類の省略（台

の手続） 

類の省略（台

以外の者の手

況に応じた援

給等の防止 

況や居所・連

者への援護 

 

者台帳の作成

www.bousai.

メージ＞ 

具体

台帳作成
  

被

証

台帳作成

手続） 

  
合

災

団

意

援護の漏   
か

  
が

連絡先等

  
に

に

く

  
建

  
を

等に関する実

go.jp/taisa

体的内容 

被災者が市

被害状況や罹

証明書等の添

被災者が台

合、台帳作成

災者からその

団体以外の者

意が必要） 

給付金、各

かわらず手続

台帳情報を

がないように

各部署等が

における現在

により、各部

く、市町村が

被災者の被

建に向けた措

避難行動要

を行うため、

実務指針」

aku/hisaisy

新

市町村に対し

罹災証明書の

添付を不要と

台帳作成市町

成市町村から

の者への罹災

者に台帳情報

各種減免猶予

続がなされて

を確認するこ

にする。 

が行う被災者

在の居所・連

部署が重複し

が保有してい

被害状況やこ

措置の検討等

要支援者名簿

必要な配慮

（平成29年３

yagyousei/p

新 

給付・減免等

の交付記録等

とする。 

町村以外の者

らその者に対

災証明書等の

報を提供する

予、義援金等

ていない者を

とにより給付

者の援護の実施

連絡先等を被

して被災者の

いる直近の情

れまでの援護

等に利用する

簿に記載され

慮内容に応じ

３月 内閣府

pdf/hisaisy

等の申請を行

等を確認する

者に対し公共

対し台帳情報

の添付を不要

る場合は、台帳

を受けられ

を台帳情報か

付金、義援金

施状況や、住

被災者台帳に

の状況や居所

情報を基に迅

護の記録等か

る。 

ていない要配

じ、要件に当

（防災担当）

a_jitumuhon

行う場合、市

ることにより

共料金減免等

報の提供を行

要とする。（た

帳情報の提供

る要件を満た

から抽出して

金等が二重に

住所地から避

に記載・記録し

所・連絡先の確

迅速に援護を

から、今後の

配慮者に対し

当てはまる者

）） 

ntai.pdf 

市町村が被災

手続を進め

等の申請を行

うことによ

ただし、地方

供について本

たしているに

て案内を行う

に支給される

避難した場合

して共有する

確認を行うこ

を行う。 

の被災者の生

しても適切な

者を抽出する

4

災者の

、罹災

行う場

り、被

方公共

本人同

にもか

。 

ること

合など

ること

ことな

生活再

な援護

。 
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＊参考：

平成25

実施する

その結

 

●被災者

被災者台

ら情報を保

特に、被

ついて、①

めておくこ

詳細な解

ousai.go.jp

被災者台

が望ましい

法に規定す

作成しても

なお、内

sai.go.jp

 

＜簡易な

 

＜簡易な

被災者台帳

5年台風26号

こととし、公的

結果、罹災証明

者台帳の作成

台帳は、被災

保有する部署

被害認定担当

①どのように

ことがより適

解説について

p/taisaku/his

台帳は、市町

いとされてい

する情報が記

も差し支えあ

内閣府（防災担

p/taisaku/h

なファイル

なファイル

を活用し、罹

号による被害に

的支援の実施

明書の交付枚

成にあたって

災者の支援の

署・情報を活

当部署（及び

に取りまとめ

適切と考えら

ては、「平成26

aisyagyousei

町村の規模、

います。その

記載又は記録

ありません。

担当）では、E

isaisyagyou

（Excel；内閣

（Access；内

罹災証明書の

において、被

施のための罹

枚数を削減す

ては、以下の

のために市町

活用する部署

び罹災証明書

めて、②どの

られます。

6年度被災者

i/daichou.htm

被害の状況

のため、被災

録されている

 

Excel及びAc

usei/daicho

閣府作成）＞

内閣府作成）

旧
交付数が削減

被災者台帳を

災証明書の交

することができ

の事項に留意

町村が保有す

署等における

書交付部署）

のように関係

者台帳調査業

ml）に掲載のチ

況等を踏まえ

災者支援の効

るものであれ

cessによる「簡

ou.html）で提

＞ 

＞ 

旧 
減された事例

を活用すること

交付は極力行

た。 

意します。 

する様々な情

る調整を行う

と被災者台

係部署に周知

業務報告書」（平

チェックリスト

え、その必要

効率的な実施

れば、システ

簡易なファイル

提供しておりま

例（千葉県佐倉

とで被災者へ

行わないように

情報を共有す

ことが重要

台帳担当部署

知し情報を共

平成27年３月

に記述されて

要性に応じ、

施という目的

テム、紙媒体

ル」について

ます。 

倉市） 

への支援策を

にした。 

するものです

です。 

署が異なる場

共有するのか

月 内閣府（防

ています。 

適切な手段

的に合致する

体による管理

てもホームペー

 

 

を

。このため

合には、被害

、平時からル

防災担当）、ht

により作成

ものとして作

等、どのよ

ージ上（http

に、平時か

害の状況に

ルールを定

ttp://www.b

されること

作成され、

うな形式で

://www.bou
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新 旧 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

第７章 平常時からの備え 

（略） 

２．応援・受援に係るネットワークと体制の整備 
（略） 

②関係団体との協定 

（略） 

＊参考：ネットワークおぢやの概要 

（略） 

                           （平成29年6月30日現在）
都道府県 加入自治体（都道府県・区市町村） 

東京都 杉並区、国分寺市、多摩市、あきる野市、日野市、町田市、狛江市 
神奈川県 南足柄市、小田原市、開成町、山北町、秦野市、座間市 
茨城県 守谷市、取手市、日立市、土浦市、常総市 
栃木県 大田原市 
埼玉県 戸田市、草加市、八潮市、所沢市、深谷市 
群馬県 太田市 
山梨県 南アルプス市、上野原市、富士川町、北杜市 
三重県 松阪市、四日市市、津市、伊勢市 
兵庫県 神戸市 
福島県 只見町、北塩原村、南相馬市、浪江町 
新潟県 新潟市、三条市、十日町市、見附市、燕市、妙高市、聖籠町、湯沢町、加茂

市、長岡市、柏崎市、出雲崎町、津南町 
長野県 飯田市、喬木村 
奈良県 奈良県 
千葉県 浦安市、流山市 
富山県 富山市 
静岡県 富士市、裾野市、小山町、御殿場市、富士宮市、磐田市、焼津市、三島市、

藤枝市 
石川県 穴水町、輪島市、小松市 
愛知県 田原市、清須市、新城市 
愛媛県 今治市 
大阪府 大阪市 
福岡県 北九州市 
岩手県 久慈市 

＊参考：表計算ソフトにより被災者台帳を作成した例（千葉県佐倉市） 

被災者の援護を実施するための基礎情報処理を行うため、「被害認定等集計表（現在は、「佐倉市被災者支援台

帳」に名称変更）」を作成。 

防災防犯課で被害認定等集計表に情報を入力し、要請のあった各情報利用部署にExcelファイルごとデータを提

供、各部署が必要な情報を追加入力し運用している。なお、防災防犯課では提供したデータのフィードバックは受け

ていないが、支援状況について照会を行う場合は、調査番号をキーに、データ照合を行っている。 

被害認定調査の結果が再調査により変わった場合や追加の被害認定調査結果があった場合は、入力情報を更新

し、その旨を示した上で、情報利用部署に再度データを提供する。 

平成21年の作成以降、バージョンアップは随時行っている。他の地方公共団体でもカスタマイズして活用することが

でき、その説明書も作成している。 

 
 
 
 

第７章 平常時からの備え 

（略） 

２．応援・受援に係るネットワークと体制の整備 
（略） 

②関係団体との協定 

（略） 

＊参考：ネットワークおぢやの概要 

（略） 

                           
都道府県 加入自治体（都道府県・区市町村） 

東京都 杉並区、国分寺市、多摩市、あきる野市、日野市、渋谷区、町田市、狛江市
神奈川県 南足柄市、小田原市、開成町、山北町 
茨城県 守谷市、取手市、日立市、土浦市 
栃木県 大田原市 
埼玉県 戸田市、草加市、八潮市、所沢市、深谷市 
群馬県 太田市 
山梨県 南アルプス市、上野原市、富士川町、北杜市 
岐阜県 多治見市 
三重県 松阪市、四日市市、津市、伊勢市 
兵庫県 神戸市 
福島県 只見町、北塩原村、磐梯町、南相馬市、浪江町 
新潟県 新潟市、三条市、十日町市、見附市、燕市、妙高市、聖籠町、湯沢町、加茂

市、長岡市、柏崎市、出雲崎町、津南町 
長野県 飯田市、喬木村 
奈良県 奈良県 
千葉県 浦安市、流山市 
富山県 富山市 
静岡県 富士市、裾野市、小山町、御殿場市、富士宮市、磐田市、静岡市、焼津市、

三島市 
石川県 穴水町、輪島市、 
愛知県 田原市、清須市、新城市 
愛媛県 今治市 
大阪府 大阪市 
福岡県 北九州市 
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注） 事務局：新潟県小千谷市、常葉大学 

資料）ネットワークおぢやウェブサイトより作成 

（略） 

 

（略） 

 

③応援･受援の手続の明確化 

（略） 

＊地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（内閣府） 

・ 内閣府では、平成28年10月に「地方公共団体の受援体制に関する検討会」を設置し、学識経験者や地方公

共団体、民間企業、ボランティア団体の委員等の意見を聞きながら検討を重ね、「地方公共団体のための

災害時受援体制に関するガイドライン」を平成29年3月に策定している。 

・ ガイドラインには、応援・受援の基本的な考え方や基礎知識をはじめ、応援・受援班を設けることな

ど、地方公共団体が応援の受入れ体制の整備を推進するにあたり、参考となる事項が記載されている。 

 

出典：内閣府ホームページ 

   http://www.bousai.go.jp/taisaku/chihogyoumukeizoku/index.html 

（略） 

＊参考：建築士の技術支援を受ける際のマニュアル（鳥取県） 

（略） 

出典：鳥取県ホームページ、http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/139643/bousai_fukkyuu_manual_201611.pdf

（略） 

 

＊Push型の応援の例（ネットワークおぢや） 

・ 災害発生時に、会員団体が被災した場合、主に事務局がまず先遣隊として被災地に入り、必要と判断すれ

ば、会員に対して応援依頼・応援調整を実施している。 

・ ネットワークおぢやでは、特に初動対応の迅速化の観点から、被災会員団体における被害認定調査のコー

ディネート・現地での調査支援を実施している。会員団体の調整後、ネットワークおぢやからの派遣職員

と被災団体の職員が2名1組、ないしは3名1組のペアを組成し被害認定調査に従事することとしている。 

・ 静岡県小山町への支援では、約1週間程度職員の派遣を行っている。また、東日本大震災時に液状化被害

を受けた千葉県浦安市に対しては、派遣期間を2回に分けて、約1ヶ月にわたり職員派遣を行った。 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 
 

 

岩手県 久慈市 

注） 事務局：新潟県小千谷市、常葉大学 

資料）ネットワークおぢやウェブサイトより作成 

（略） 

 
 

（略） 

 

③応援･受援の手続の明確化 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊参考：建築士の技術支援を受ける際のマニュアル（鳥取県） 

（略） 

出典：鳥取県ホームページ、http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/139643/bousai_fukkyuu_manual_201503.pdf

（略） 

 

＊Push型の応援の例（ネットワークおぢや） 

・ 災害発生時に、会員団体が被災した場合、主に事務局がまず先遣隊として被災地に入り、必要と判断すれ

ば、会員に対して応援依頼・応援調整を実施している。 

・ ネットワークおぢやでは、特に初動対応の迅速化の観点から、被災会員団体における被害認定調査のコー

ディネート・現地での調査支援を実施している。会員団体の調整後、ネットワークおぢやからの派遣職員

と被災団体の職員が2名1組、ないしは3名1組のペアを組成し被害認定調査に従事することとしている。 

・ 直近では、静岡県小山町に支援しており、約1週間程度職員の派遣を行っている。また、東日本大震災時

に液状化被害を受けた千葉県浦安市に対しては、派遣期間を2回に分けて、約1ヶ月にわたり職員派遣を行

った。 

（略） 

 

（略） 
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４．研修等 
（略） 

①罹災証明書に関するマニュアル等の整備 

（略） 

＊参考：罹災証明書業務の手順を地域防災計画に規定した例（神奈川県伊勢原市、兵庫県高砂市） 

・ 神奈川県伊勢原市及び兵庫県高砂市では、地域防災計画の中で、罹災証明書の交付、生活再建の支援につい

て記載している。 

・ 伊勢原市地域防災計画 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/docs/2013050100031/file_contents/02_.pdf 

・ 高砂市地域防災計画 

（風水害等対策編） 

http://www.city.takasago.lg.jp/index.cfm/19,56506,188,921,html 

（地震対策編） 

http://www.city.takasago.lg.jp/index.cfm/19,56506,188,921,html 

 

＊参考：罹災証明書の交付に関する要綱の例（岡山県赤磐市） 

・ 罹災証明書等の交付に関し以下に示す事項等を定めている。 

①証明書の交付の対象となるものは、罹災した住家又は非住家の不動産、動産その他これらに付随するもの

であること 

②罹災証明書の交付を受けようとするものは、罹災証明書・罹災届出証明書申請書に罹災状況が確認できる

書類等を添付して、市長に申請しなければならないこと、及び当該申請書の様式 

③内閣府の運用指針に従った調査を行うこと 

出典：赤磐市罹災証明書等交付要綱、http://www1.g-reiki.net/akaiwa_reiki/reiki_honbun/r137RG00001135.ht

ml 

（略） 

 

⑥研修修了者の名簿への登録 

（略） 

＊参考：資格制度の例 

兵庫県） 

・ 県職員、市町職員等を災害時に即戦力の調査員として被害調査に従事できる家屋被害認定士として養成し、

被害調査の迅速化と統一化を担保することを目的とした「兵庫県家屋被害認定士制度」を設立した。 

 

１ 趣旨 

平成16年台風第23号災害や新潟県中越地震災害における住家の被害調査において、調査手順が複雑で時間

を要することや、隣接市町間で認定結果に差が出る等の課題が顕著になった。 

このため、今後発生する災害における被害調査の迅速化と統一化を担保し、被災者支援制度の円滑な実施

に資するため、十分な知識と技術を備え即時に被害調査に従事できる「兵庫県家屋被害認定士」制度を平成

18年１月に創設し、同年２月から認定士の養成研修を実施している。 

２ 養成人数及び内訳（平成29年度末） 

(１) 養成人数 1,885人 

(２) 内訳 

４．研修等 
（略） 

①罹災証明書に関するマニュアル等の整備 

（略） 

＊参考：罹災証明書業務の手順を地域防災計画に規定した例（神奈川県伊勢原市、兵庫県高砂市） 

・ 神奈川県伊勢原市及び兵庫県高砂市では、地域防災計画の中で、罹災証明書の交付、生活再建の支援につ

いて記載している。 

・ 伊勢原市地域防災計画 

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/docs/2013050100031/file_contents/02_.pdf 

・ 高砂市地域防災計画 

（風水害等対策編） 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/index.cfm/19,45017,c,html/45017/20150708-173220.pdf 

（地震対策編） 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/index.cfm/19,45018,c,html/45018/20150709-092429.pdf 

 

＊参考：罹災証明書の交付に関する要綱の例（岡山県赤磐市） 

・ 罹災証明書等の交付に関し以下に示す事項等を定めている。 

①証明書の交付の対象となるものは、り災した住家又は非住家の不動産、動産その他これらに付随するもの

であること 

②り災証明書の交付を受けようとするものは、り災証明書・り災届出証明書申請書にり災状況が確認できる

書類等を添付して、市長に申請しなければならないこと、及び当該申請書の様式 

③内閣府の運用指針に従った調査を行うこと 

出典：赤磐市り災証明書等交付要綱、http://www1.g-reiki.net/akaiwa_reiki/reiki_honbun/r137RG00001135.ht

ml 

（略） 

 

⑥研修修了者の名簿への登録 

（略） 

＊参考：資格制度の例 

兵庫県） 

・ 県職員、市町職員等を災害時に即戦力の調査員として被害調査に従事できる家屋被害認定士として養成し、

被害調査の迅速化と統一化を担保することを目的とした「兵庫県家屋被害認定士制度」を設立した。 

 

１ 趣旨 

平成16年台風第23号災害や新潟県中越地震災害における住家の被害調査において、調査手順が複雑で時間

を要することや、隣接市町間で認定結果に差が出る等の課題が顕著になった。 

このため、今後発生する災害における被害調査の迅速化と統一化を担保し、被災者支援制度の円滑な実施

に資するため、十分な知識と技術を備え即時に被害調査に従事できる「兵庫県家屋被害認定士」制度を平成

18年１月に創設し、同年２月から認定士の養成研修を実施している。 

２ 養成人数及び内訳（平成25年度末） 

(１) 養成人数 1,008人 

(２) 内訳 
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① 市町職員 1,646人 ② 県職員 116人 ③ 民間、関係団体 123人 

３ 制度概要 

(１) 家屋被害認定士の役割 

・ 災害時に即戦力の調査員として被害調査に従事 

・ 被害調査に関する調査方法、判定方法等の被災者等への説明 

・ 調査員となる他の職員等に対する必要な研修・訓練等の実施 

(２) 家屋被害認定士の養成対象者 

・ 市町職員、県職員、関係団体会員等 

(３) 研修内容 

・ 被害調査、被害認定と災害救助法及び被災者生活再建支援法 

・ 被害認定基準と運用指針 

・ 被害調査及び被害認定の業務フロー 

・ 地震被害時及び浸水被害時における被害調査の方法と実習 

・ 市町における調査員の受け入れ準備 

(４) 被害調査に係る市町への支援 

兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定（平成18 年11 月１日締結）による。 

 

 

○家屋被害認定士派遣人数 

 

 （県内災害） 

派遣を行った災害 派 遣 先 派遣延人数 期 間 

平成21年８月 台風第９号 佐用町、宍粟市 329人  15日間 
平成25年４月 淡路島地震 淡路市、洲本市 377人  15日間 
平成26年８月 阪神・丹波豪雨 丹波市 145人  ９日間 

（県外災害） 

派遣を行った災害 派 遣 先 派遣延人数 期 間 

平成23年３月 東日本大震災 
多賀城市、名取市、 

仙台市、石巻市 
688人  37日間 

平成28年４月 熊本地震 益城町、大津町 525人  84日間 
平成28年10月 鳥取県中部地震 倉吉市 151人  25日間 

 

（和歌山県） 

・ 平成23年台風12号での経験を踏まえ、住家被害認定業務についての必要な知識と技術を備えた者を事前に養

成するため「和歌山県住家被害認定士制度」を平成24年度に創設（目標：平成28年度末までに1,000人を養

成）。 

・ 目標数は３連動地震による被害想定を参考に算出 

※住家被害認定士養成数（平成29年9月末）：1,321人 

（内訳）市町村職員数 925人、民間建築士数 259人、県職員数 137人 

・ 被害の少ない市町村から被害の大きい市町村への応援派遣ができるような体制づくりを実施。 

・ 平成28年度までに各市町村職員数の１割程度の職員が住家被害認定士の研修を受講するよう各市町村に依

頼。 

（略） 

 

 
 

① 市町職員 852人 ② 県職員 73人 ③ 民間、関係団体 83人 

３ 制度概要 

(１) 家屋被害認定士の役割 

・ 災害時に即戦力の調査員として被害調査に従事 

・ 被害調査に関する調査方法、判定方法等の被災者等への説明 

・ 調査員となる他の職員等に対する必要な研修・訓練等の実施 

(２) 家屋被害認定士の養成対象者 

・ 市町職員、県職員、関係団体会員等 

(３) 研修内容 

・ 被害調査、被害認定と災害救助法及び被災者生活再建支援法 

・ 被害認定基準と運用指針 

・ 被害調査及び被害認定の業務フロー 

・ 地震被害時及び浸水被害時における被害調査の方法と実習 

・ 市町における調査員の受け入れ準備 

(４) 被害調査に係る市町への支援 

兵庫県及び市町相互間の災害時応援協定（平成18 年11 月１日締結）による。 

※平成25年４月13日に発生した淡路島付近を震源とする地震において、兵庫県家屋被害認定士を派遣し、

家屋被害認定業務にあたった。 

○家屋被害認定士派遣人数 

 県職員・市町職員延べ15日間、377人（派遣先：洲本市、淡路市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（和歌山県） 

・ 平成23年台風12号での経験を踏まえ、住家被害認定業務についての必要な知識と技術を備えた者を事前に

養成するため「和歌山県住家被害認定士制度」を平成24年度に創設（目標：平成28年度末までに1,000人を

養成）。 

・ 目標数は３連動地震による被害想定を参考に算出 

※住家被害認定士養成数（平成26年10月末）：559人 

（内訳）市町村職員数 277人、民間建築士数 216人、県職員数 66人 

・ 被害の少ない市町村から被害の大きい市町村への応援派遣ができるような体制づくりが必要。 

・ 平成28年度までに各市町村職員数の１割程度の職員が住家被害認定士の研修を受講するよう各市町村に依

頼。 

（略） 
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６．広報 
（略） 

①罹災証明書等に関する広報 

●ホームページ、広報誌等の媒体を通じ、住民に対して罹災証明書等に関する情報を周知します。 

＜周知する内容のポイント＞ 

・ 被害認定調査の必要性（「家屋を早急に取り壊す場合、あらかじめ各自で家屋の写真を撮ってもらう」

ことも記載する。） 

・ 罹災証明書交付手続き及び罹災証明書により様々な支援が受けられること 

・ 被災建築物応急危険度判定、被災宅地危険度判定、被災度区分判定等との違い 

・ 被災者支援施策の概要 

 

第８章 都道府県の役割 

（略） 

１．平常時の取組 
（略） 

① 研修会の開催 

（略） 

＊参考：住家被害認定士の養成（和歌山県） 

・ 和歌山県では、平成23年台風12号災害による大雨災害の経験を踏まえ、兵庫県の協力を得ながら、住家被害

認定業務について必要な知識と技術を備えた職員を事前に養成することを目的として、平成24年度に「和歌

山県住家被害認定士制度」を創設した。 

・ 本制度では、県・市町村職員、県内の民間建築士等を対象として、住家被害認定士養成研修を実施し、研修

修了者を「和歌山県被害認定士」として認証・登録するものである。 

・ 育成目標を1,000名以上としており、職員数の１割程度が住家被害認定士の研修を受講するよう、各市町村に

依頼している。 

・平成29年9月末時点で1,321名（市町村職員925人、県137、民間建築士259人）の養成実績がある。 

 

<和歌山県住家被害認定士養成研修プログラム（平成29年度）> 

６．広報 
（略） 

①罹災証明書等に関する広報 

●ホームページ、広報誌等の媒体を通じ、住民に対して罹災証明書等に関する情報を周知します。 

＜周知する内容のポイント＞ 

・ 被害認定調査の必要性（「家屋を早急に取り壊す場合、あらかじめ各自で家屋の写真を撮ってもら

う」ことも記載する。） 

・ 罹災証明書交付手続き及び罹災証明書により様々な支援が受けられること 

・ 応急危険度判定調査等との違い 

・ 被災者支援施策の概要 

 

第８章 都道府県の役割 

（略） 

１．平常時の取組 
（略） 

③ 研修会の開催 

（略） 

＊参考：住家被害認定士の養成（和歌山県） 

・ 和歌山県では、平成23年台風12号災害による大雨災害の経験を踏まえ、兵庫県の協力を得ながら、住家被害

認定業務について必要な知識と技術を備えた職員を事前に養成することを目的として、平成24年度に「和歌

山県住家被害認定士制度」を創設した。 

・ 本制度では、県・市町村職員、県内の民間建築士等を対象として、住家被害認定士養成研修を実施し、研修

修了者を「和歌山県被害認定士」として認証・登録するものである。 

・ 育成目標として、平成28年度末までに1,000名以上を養成することとしており、平成27年11月末時点で700名

（市町村職員371人、県91人、民間建築士238人）の養成実績がある。なお、目標達成に向け、各市町村職員

数の１割程度の職員が住家被害認定士の研修を受講するよう、各市町村に依頼している。 

 

<和歌山県住家被害認定士養成研修プログラム（平成 27 年度）> 
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新 旧 

 

 
 

出典：和歌山県資料 

（略） 

 

＊参考：建築士の技術支援を受ける際のマニュアル（鳥取県） 

「『り災証明書発行に係る住家の被害認定業務』技術支援マニュアル」 

・ 市町村、県、建築士の各々の業務が定められており、被害認定業務の支援を要請する側と要請を受ける側の

実施すべきことが明確に整理されている。 

・ 市町村、県、建築士の各々の業務及び派遣に係るやり取りについてフローに整理されている。 

（略） 

出典：鳥取県ホームページ、http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/139643/bousai_fukkyuu_manual_201611.pdf 

（略） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

出典：和歌山県資料 

（略） 

 

＊参考：建築士の技術支援を受ける際のマニュアル（鳥取県） 

「『り災証明書発行に係る住家の被害認定業務』技術支援マニュアル」 

・ 市町村、県、建築士の各々の業務が定められており、被害認定業務の支援を要請する側と要請を受ける側の

実施すべきことが明確に整理されている。 

・ 市町村、県、建築士の各々の業務及び派遣に係るやり取りについてフローに整理されている。 

（略） 

出典：鳥取県ホームページ、http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/139643/bousai_fukkyuu_manual_201503.pdf

（略） 

 

 

 

 

 

講義科目 担当

ガイダンス　（資料確認等） 県福祉保健総務課

主催者挨拶

住家被害認定士制度等について 県福祉保健総務課

住家被害認定業務の概要と被災者支援制度 県福祉保健総務課

ＤＶＤ上映 県福祉保健総務課

（休　憩）

災害に係る住家の被害認定について
　水害【木造・プレハブ編】

県福祉保健総務課

（休　憩）

演習問題 県福祉保健総務課15:15　～　17:15

【1日目】

時間

10:00　～　10:05

10:05　～　10:10

10:10　～　10:40

10:40　～　11:40

12:00　～　13:00

11:40　～　12:00

13:00　～　15:00

15:00　～　15:15

【2日目】

時間 講義科目 担当

10:00　～　11:00
災害に係る住家の被害認定について
　地震【木造・プレハブ編】

県福祉保健総務課

11:00　～　12:00 演習問題 県福祉保健総務課

12:00　～　13:00 （休　憩）

13:00　～　14:00 演習問題 県福祉保健総務課

14:00　～　14:15 （休　憩）

14:15　～　１5:45 非木造について 県建築住宅課

15:45　～　16:00 質疑応答・閉会

講義科目 担当

ガイダンス　（資料確認等） 県福祉保健総務課

課長挨拶

住家被害認定士制度の説明 県福祉保健総務課

住家被害認定業務の概要と被災者支援制度 県福祉保健総務課

ＤＶＤ上映 県福祉保健総務課

（休　憩）

家屋構造について 県建築住宅課

（休　憩）

災害に係る住家の被害認定について
　水害【木造・プレハブ編】
　※地震被害調査のポイントも説明

県福祉保健総務課

【2日目】

講義科目 担当

非木造について 県建築住宅課

演習問題 県福祉保健総務課

（休　憩）

演習問題 県福祉保健総務課

（休　憩）

演習問題 県福祉保健総務課

質疑応答・閉会

時間

10:00　～　10:05

10:05　～　10:10

10:10　～　10:40

14:30　～　14:45

14:45　～　16:15

16:15　～　16:30

時間

10:00　～　１1:00

11:00　～　12:00

12:00　～　13:00

13:00　～　14:30

10:40　～　11:40

11:40　～　12:00

12:00　～　13:00

13:00　～　14:00

14:00　～　14:15

14:15　～　17:15

【1日目】
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